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Japan Council of International Schools
Who we are and special COVID 19 measures  

● We are known by the acronym “JCIS”.
● We are a group of 28 international schools across Japan.
● Our language of instruction is English but we offer many foreign languages.
● We worked together to develop and share health and hygiene guidelines at the 

start of the pandemic. We continue to share any changes to school guidelines.
● We have a JCIS nurses network that collaborate to help understand local and 

national government advice and guidelines.
● We hired an outside medical expert who runs a private medical clinic in Tokyo to 

advise us on COVID 19 protection measures.
● We meet with our medical expert once a month for a question and answer session 

and get a weekly report that tells us the COVID 19 situation across Japan.



Japan Council of International Schools
What we would like to see from MEXT  

● Continue to translate MEXT materials into English and other languages.
● Continue to allow JCIS to have a representative on special committees like this.
● We suggest other non-Japanese schools create a group like JCIS for support 

and maybe MEXT could help facilitate this?
● Many JCIS schools are willing to be vaccination centres for children once the 

5-12 year old vaccine is approved. Could MEXT help facilitate this?
● We value our relationship with MEXT and look forward to working together in the 

future for the benefit of all children living in Japan.





JCIS資料仮訳 

P.1 
文部科学省の保健衛生に関する会議 
2021年 11月 
日本インターナショナルスクール協議会（JCIS） 

 
 
P.2 
JCISと新型コロナ感染症に対する対応について 
・名前の頭文字を取り、「JCIS」として知られている。 
・日本全国にある 28校のインターナショナルスクールによる団体である。 
・授業は英語で行われ、多くの外国語も提供している。 
・新型コロナ・パンデミックが始まった際、加盟校が協力して、保健衛生のガイドラインを作

成・共有した。ガイドラインの変更を引き続き共有している。 
・JCIS 加盟校の看護師によるネットワークがあり、地方や中央の政府による助言やガイドラ
インを理解するために協力している。 

・新型コロナ対策について助言を得るため、東京の医療クリニックの医療専門家と契約した。 
・月１回、その医療専門家と会って相談しているほか、毎週、全国の新型コロナの状況につい

て報告を受けている。 

 
 
P.3 

JCISが文部科学省に希望すること 
・文部科学省資料の英語や他の言語への翻訳を継続すること。 
・JCIS代表者のこのような会議への参加を引き続き認めること。 
・他の外国人学校も JCISのようなサポートのための団体を作り、文部科学省がこれを促進す
る手助けができないか。 

・JCISの多くの学校は、5-12歳のワクチンが承認されたら、子供たちのためのワクチン接種
センターになることを望んでいる。文部科学省がこれを促進する手助けができないか。 

・文部科学省との関係を大切にし、日本に住む全ての子共たちのために、今後も協力していき

たい。 
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外国人学校の保健衛生環境に関する追加調査（インタビュー調査）の結果について 

 

令和３年 11 月 

文 部 科 学 省 

大臣官房国際課 

１．趣旨 

  今般の新型コロナウイルス感染拡大を受け顕在化した、外国人学校における保

健衛生環境を取り巻く諸課題の改善に向け、文部科学省においては、令和３年４

月から５月にかけて調査票を配布した「外国人学校の保健衛生に係る実態調査」

（以下「アンケート調査」という。）を実施した。また、同年６月以降、「専ら外

国人の子供の教育を行う施設（いわゆる「外国人学校」）の保健衛生環境に係る有

識者会議」（以下「有識者会議」という。）を開催し、現状と課題の整理を行った。 

アンケート調査の回答率が５割程度に留まっていること、また、有識者会議に

おいて、保健衛生対策の検討に向けて、個々の外国人学校の状況を踏まえたより

具体的な課題やニーズ、地域との連携等の実態の把握が必要との意見があったこ

とを踏まえ、外国人学校及び地方自治体等を対象とした追加調査を実施した。 

 

２．調査方法 

 期間：令和３年 10 月８日～11 月４日 

 方法：オンライン等によるインタビュー調査（一部現地調査を実施） 

 

３．調査対象 

アンケート調査において回答率の低かった外国人学校、外国人の多く集住して

いる地域の外国人学校、地方自治体及び支援団体等に対してインタビュー調査等

を実施した。具体的な調査対象は以下の通り。 

 

４．調査対象の概要 

区分 名称 所在地 実施方法
ジェンテ・ミウダ
日伯学園
HIRO学園 岐阜県
エスコーラ・パウロ・フレイレ瀬戸 愛知県
カネディアン・アカデミイ
聖ミカエル国際学校
マリスト・ブラザーズ・インターナショナルスクール
愛知県　県民文化局　県民生活部 社会活動推進課　多文化共生推進室 愛知県 オンライン
兵庫県　企画県民部　管理局　教育課、産業労働部　国際局　国際交流課 兵庫県 電話
群馬県　大泉町　企画部　多文化協働課 群馬県 現地
岐阜県　美濃加茂市　市民協働部 地域振興課　多文化共生推進室 岐阜県 オンライン
NPO法人　美濃加茂国際交流協会 岐阜県 オンライン
NPO法人　外国人医療センター 愛知県 電話

外国人学校

支援団体等

現地群馬県

兵庫県

地方自治体

オンライン

Administrator
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（１） 外国人学校の概要 

※令和 3年 5月 1 日時点（ジェンテ・ミウダと日伯学園は 4月 1日時点）。 

 

（２） 地方自治体の概要 

※１ 住民基本台帳に基づく（令和３年 1月時点）。 

※２ 都道府県から文部科学省に報告のあったもの（令和３年５月時点、休校中のものを含 

む）。括弧内は、うち認可外施設数。 

 

（３） 支援団体等の概要 

 

団体名 所在地 設置形態 設立年 活動内容

美濃加茂国際交流協会 岐阜県　美濃加茂市 NPO法人 平成3年
外国人の学習支援、日本語教室の開催等を通じ
て、多文化共生に資する活動を実施。

外国人医療センター 愛知県　名古屋市 NPO法人 平成10年
在日外国人を対象とした医療支援を実施。（外国
人への医療機関の紹介、健康相談会の実施等）

幼稚園 小学校 中学校 高等学校

ジェンテ・ミウダ 無 有限会社 平成15年 43 56 30 27 ブラジル

日伯学園 無 有限会社 平成8年 38 28 24 19 ブラジル

HIRO学園 有 準学校法人 平成18年 7 38 75 84 ブラジル

エスコーラ・パウロ・
フレイレ瀬戸

無 個人 平成24年 4 5 4 1 ブラジル、ペルー

カネディアン・アカデミィ 有 準学校法人 昭和27年 44 196 162 167
米国、韓国、中
国、欧州、インド

聖ミカエル国際学校 有 準学校法人 昭和44年 26 140 - -
インド、米国、中
国、韓国

マリスト・ブラザーズ・
インターナショナルスクール

有 準学校法人 昭和32年 43 135 85 64
インド、オーストラ

リア、韓国、米国

学校名
各種学校

認可
設置主体 設立年

設置課程・在籍する子供の数　※

外国人児童生徒の
主な国籍

うち、外国籍
の人数

人口に占め
る外国籍の
割合（％）

うち、外国籍
の子供の数
（20歳未満）

うち、外国籍
の子供の数
（15歳未満）

愛知県
県民文化局　県民生活部
社会活動推進課　多文化共生推進室

7,558,872 266,962 4 39,898 30,199 23 (11)

兵庫県
企画県民部　管理局　教育課、
産業労働部　国際局　国際交流課

5,523,627 113,349 2 11,031 7,932 12 (0)

群馬県　大泉町 企画部　多文化協働課 41,718 7,860 19 1,736 1,305 2 (2)

岐阜県　美濃加茂市
市民協働部　地域振興課　多文化共
生推進室

57,304 5,266 9 1,205 941 1 (0)

自治体名 部署名
人口
※１

自治体内の外

国人学校数
※2
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５．インタビュー調査の結果概要 

 

インタビュー調査項目に対する調査結果の概要は以下の通り。 

 

（１）外国人学校 

① 子供・教職員の保健衛生の確保のために普段行っている取組 

（新型コロナウイルス感染症対策を含む） 

・ 健康診断について、地域の医療機関や地方自治体の事業を活用した定期的

な健康診断や、独自の簡易的な健康観察を実施している学校がある一方、

実施していない学校もある。健康診断の内容及び頻度は、実施費用や授業

時間の確保等、各学校の事情により様々である。なお、健康診断を実施し

ていない理由として、費用面の課題が挙げられた。 

・ 保健衛生対策について、手洗い・マスク着用の推奨や、新型コロナウイル

ス感染症を題材とした保健教育を行うなどの取組が見られる。保健衛生対

策の取組に当たり、文化的背景に起因する課題を感じていると回答した学

校も多数あった。 

 

② 保健衛生対策の実施体制及び責任者・担当者 

（学校医等の外部の保健衛生の専門家への相談も含む）  

・ 保健室が整備されていた学校はいずれも各種学校認可を受けた学校であ

った。一方、保健室を設けていない学校は認可外施設に多かった。 

・ 保健衛生の専門家の配置について、学校医や常勤のヘルスオフィサーのよ

うな役職を配置していると回答のあった学校が複数あった。このような学

校の中には、日本や海外の保健衛生マニュアル等を参考に、独自の保健衛

生に関する基準を設けている学校もあった。 

・ 校長や事務局長、日本語を話すことのできる教員等が保健衛生対策の責任

者を担当している場合もあった。そのような場合でも、地域の医療機関と

連携して専門的な知見に基づく相談体制を構築したり、職員が資格を取得

したり講座を受講して子供の健康管理を担当するなどの取組が見られた。 

 

③ 政府、地方自治体、NPO 等の支援団体との関わりや連携・支援 

・ 新型コロナウイルス感染症対策について、文部科学省のメールマガジン等

の政府からの情報発信を受け取っていない場合でも、地域の保健所や地方

自治体と連携して保健衛生対策に取り組んでいる学校が多数あった。特に

地方自治体からは、認可外施設を含め、新型コロナウイルス感染症対策に

関わる対応方針の周知や訪問調査、衛生用品の提供等の支援を得ている学

校が多くあった。 

・ NPO 等の支援団体からの支援状況については、地域の医療機関、国際交流
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協会、大使館・総領事館、大学、宗教系の支援団体、医療財団を含む様々

な団体から支援を受けている。支援の内容としては、医療通訳の派遣、衛

生用品の購入のための寄附、衛生用品の支給等が挙げられた。 

・ 学校間の連携として、日本インターナショナルスクール協議会（JCIS）及

び在日ブラジル学校協議会（AEBJ）を通じて情報交換が行われているとの

回答があった。ただし、学校間での保健衛生に関する情報交換の機会は限

られており、１条校向けの情報も知りたいという意見もあった。 

 

④ 外国人学校において保健衛生対策を講じる際の課題 

・ 特に認可外施設においては、場所・人員・予算の不足から、必要と認識し

つつも、保健室の設置や健康診断の実施ができていない学校もあった。そ

れ以前の問題として、十分な教室のスペースがない、運動場や体育館等の

運動施設がないなどの課題を抱えている学校もあった。 

・ 健康保険への加入状況次第では、外国人学校に通う子供が、家庭で必要な

医療が受けられない懸念があるとの意見があった。 

・ 地方自治体が提供している新型コロナウイルス感染症対策等に関連した

情報が日本語のみである場合には、日本語のできる教職員が翻訳し他の教

職員や保護者に提供していることがあるため、多言語対応等、情報発信の

方法について改善を望むとの意見があった。 

・ 多言語対応が可能な医療機関の情報が不足しているといった意見や、外国

人学校における保健衛生に関する対応についての相談窓口があるとよい

という意見があった。 

 

⑤ 保健衛生に関して政府や地方自治体に実施を希望する項目 

（外国人学校の保健衛生環境に関する基準・ガイドラインの作成を含む）  

・ 地方自治体における地域医療について、無料の健康診断の実施や学校医に

よる支援を受けられるようにしてほしいとの要望があった。 

・ 外国人学校で保健衛生対策に取り組むために、教職員が必要な情報を入手

し、専門知識を身に付ける場が限られているため、外国人学校の教職員向

けの研修を行うことが有効であるとの意見があった。 

・ 外国人学校向けの保健衛生に関する基準やガイドライン等は有益である

との意見が多くあった。ただし、財政面・人材面に制約のある外国人学校

であっても、その実情に合わせて活用可能な内容にすることが重要である

との意見があった。 

 

（２）地方自治体 

① 認可外施設を含む外国人学校やそこに通う子供に関する実態の把握 

（保健衛生も含む）  
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・ 都道府県では、所管する各種学校の運営状況に関する調査や独自の調査、

市区町村からの情報提供、ネット上の情報等の様々な手段を通じて、学

校の実態把握に努めている。ただし、特に認可外施設については、連絡を

取ることも難しく、調査を実施する法的な権限もないため、実態を把握

するための手段が限られるとの意見があった。 

・ 市区町村においては、地域の外国人コミュニティ等を通じて、認可外施

設を含む外国人学校の実態の把握に積極的に取り組んでいる事例があっ

た。 

 

② 外国人学校やその他の外国人コミュニティに対する情報提供  

・ 都道府県においては、地域の国際交流協会や大使館・総領事館を通じた

情報発信や、複数の関係部局で連携して外国人学校等への情報提供に取

り組んでいる事例があった。 

・ 市区町村においては、上記に加えて、地域の外国人コミュニティに精通

するキーパーソンや教会、外国人を多く雇用する企業、役所を訪れた住

民等、より地域に密着した多様な方法で情報提供を行っている事例があ

った。 

 

③ 外国人学校の保健衛生対策の支援に関する取組 

・ 愛知県では、これまで保健衛生対策の支援に関する取組は行っていない

が、県が実施する外国人学校に関する調査において、健康診断の実施状

況等の実態把握に努めている。 

・ 兵庫県では、外国人学校の担当部局が外国人学校からの各種相談への対

応や指導助言を行っているが、保健衛生に関する質問は受けたことがな

いとのことだった。新型コロナウイルス感染症対策に関しては、外国人

学校に対して独自の予算措置を行っている。 

・ 群馬県大泉町では、ブラジル人ボランティア等と連携し、外国人学校に

おける健康診断を実施している。心臓検査も含む健康診断を実施し、保

護者向け保健指導講座も開催している。健康診断の実施においては、町

からの会場の提供、公立校からの備品の貸与等の工夫により、経費の低

減を図っている。 

・ 岐阜県美濃加茂市では、外国人学校が健康診断を実施する際、体重計等

の備品を貸し出して協力している。また、新型コロナウイルスに感染し

た場合にどのような症状が現れるか、感染予防のためにどのようなこと

が必要かについて動画や啓発チラシを作成し、外国人学校も含めた外国

人に対して普及啓発を図っている。 

 

④ 外国人学校の保健衛生対策の支援に関する課題  
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・ 地域間格差が生じないよう、全国的な保健衛生のガイドラインや方向性

を示す必要性があるとの意見があった。外国人学校がガイドライン等に

対応するために国や地方自治体がどのような支援を行うかが課題である

との意見があった。 

・ 地方自治体において外国人学校の保健衛生対策を支援する場合は、どの

部局が主導して取り組んでいくかという点で課題があり、各種学校の所

管部局・多文化共生の担当部局・保健担当部局等の間で連携して取り組

む必要があるとの意見があった。 

・ 外国人学校や外国人コミュニティにおいて、母国の文化的背景等により、

感染症対策や保健衛生対策の必要性への認識が異なる場合もあり、外国

人学校への情報発信や支援を行う上で課題になっているとの意見があっ

た。 

 

⑤ 外国人学校の保健衛生の確保に向けた他の機関との連携 

（国、地方自治体、NPO 等の支援団体等）  

・ 都道府県では、都道府県の国際交流協会や各種学校の所在している市区

町村と、外国人学校の保健衛生の確保に向けた協力・情報共有は行って

いるものの、都道府県の保健所等の保健担当部局や市区町村の国際交流

協会及び保健所等とは日常的なやり取りは実施できていないとの意見が

あった。 

・ 市区町村では、県内の他の外国人集住都市の外国人支援団体や国際交流

協会と連携した外国人コミュニティの支援等を行っている事例や、都道

府県と、外国人学校における新型コロナウイルス感染症対策の実施や感

染者の情報共有において協力している事例があった。 

 

（３）支援団体等 

① 外国人学校の保健衛生対策等の支援に関する取組 

・ 調査対象の二つの支援団体において、外国人学校における健康診断の実

施について支援を行っている。 

・ 美濃加茂国際交流協会では、県の指導のもと、認可外保育施設における

健康診断の実施に向けて、かかりつけ医を紹介するとともに、年１回の

多言語に対応した健康診断が実施されていることを確認している。 

・ 外国人医療センターでは、外国人学校での健康診断への支援に加え、多

言語対応可能な医療機関の紹介、外国人を対象とした健康相談会の実施

等の支援を行っている。 

 

② 認可外施設を含む外国人学校の把握・情報提供 

・ 美濃加茂国際交流協会では、認可外保育施設の設立支援を通じて、そこ
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に通う子供の状況の把握や就学支援、市の担当者との情報共有を行うと

ともに、SNS 等を通じて外国人学校に対して情報提供を行っている。 

・ 外国人医療センターでは、外国人学校に対し、SNS を活用して健康診断等

の情報を伝えるなどの取組を行っている。 

 

③ 外国人学校への保健衛生の支援に関する課題 

・ 支援を実施するに当たり、母国の文化的背景により、外国人学校の健康

保健衛生への認識や状況が大きく異なることが課題であるとの意見があ

った。 

・ 支援を実施するに当たり、都道府県からの支援が得られる場合もあるが、

寄附金や会費を原資として限りある会員やボランティアによって支援が

成り立っている場合もあり、活動の継続性の確保に課題があるとの意見

があった。特にレントゲン検査を含む精密な健康診断の実施はより多く

の費用がかかるため、無料で実施することが難しいとの意見があった。 

 

④ 外国人の保健衛生の確保に向けた他の機関との連携 

（国、地方自治体、NPO 等の支援団体等）  

・ 美濃加茂国際交流協会は、美濃加茂市多文化共生課と同じ建物・同じフ

ロアにあり、日頃から密接に情報共有を行っている。 

・ 外国人医療センターでは、健康診断の実施に当たり、地域の保健医協会、

医師会・歯科医師会等の団体と連携しながら行っている。なお、行政との

意見交換等の機会はあるものの、必ずしも十分な協力関係は構築できて

いないとの意見があった。 

 

６．外国人学校の現地視察結果の概要 

 

令和３年 10 月 12 日、群馬県大泉町のジェンテ・ミウダ及び日伯学園（いずれ

も認可外施設）に現地視察を行った。概要は以下のとおり。 

 

① 大泉町の状況 

・ 製造業及び食品業を中心に外国人労働者を雇用する多数の企業が存在し

ており、町中にはブラジル人の経営する店舗が多く見られた。 

・ 駅や市の施設（多文化共生コミュニティセンター）には、外国人向けの多

言語での表示や資料が多く整備されており、町として外国人が暮らしや

すい環境作りに取り組んでいる状況が見られた。 

 

② ジェンテ・ミウダ 

・ 簡易な造りの１階建ての建物２棟（部屋数９室）と２階建ての建物１棟の
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１階（部屋数２室）で幼稚園から高校生までの子供が学んでいる。各教室

に１、２学年の子供が集まって授業を受けており教室は手狭で、子供の机

の間隔を十分取ることは難しい状況であった。また、保健室や運動場、体

育館等の施設・設備はなく、子供が体を動かす機会の確保が困難であると

のことだった。 

・ 日本語でコミュニケーションが取れる教職員はいるが数名である。町の

担当部局とは普段から町職員及びポルトガル語の通訳の方とコミュニケ

ーションを取っているとのことであった。 

 

③ 日伯学園 

・ 町内に２か所校舎があり、２階建ての建物２棟（部屋数９室）及び１階建

ての建物１棟（部屋数６室）で幼稚園から高校生までの子供が学んでいる。

保健室はないが、運動場はある。 

・ 日本語教育に力を入れており、校内には、日本語とポルトガル語を併記し

た手洗い等のポスターの掲示（一部は町が作成したものを活用）もあり、

子供への普及啓発にも積極的に取り組んでいた。 

・ 日本人の経営者が対外的な対応を行っており、地方自治体の担当者等と

も日頃から円滑に連絡を取っているとのことであった。 
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各調査対象における調査結果の詳細について 

 

 各調査対象（外国人学校、地方自治体及び支援団体等）の概要及びインタビュ

ー調査項目への回答の詳細は以下の通り。 

 

１．外国人学校 

（外国人学校へのインタビュー調査項目） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）ジェンテ・ミウダ（10 月 12 日） 

○ 学校の概要 

 

・所在地:群馬県大泉町  ・各種学校認可の有無：無 

・設置主体：有限会社  ・設立年：平成 15 年 

・在籍する子供の数1：幼稚園（43）小学校（56）中学校（30）高等学校（27） 

・外国人の子供の主な国籍：ブラジル 

・保健衛生の取組の実施状況2： 

実 施：子供の健康診断、学校医の配置 

不実施：保健室の整備、養護教諭の配置、保健衛生基準の制定 

職員の健康診断、傷害保険加入 

 

 

○ インタビュー調査項目への回答 

① 簡易的な健康観察は日頃から学校において実施している。健康診断は、町

から会場の提供、公立校から備品の貸与等の支援を受け実施しているが、

受診費用を保護者が負担する希望制としており、全員が実施できているわ

                                                   
1 令和３年４月時点の在籍人数。 
2 「保健衛生の取組の実施状況」の項目は、アンケート調査における「一般的な保健衛生等に係

る対策」と同様。これ以降の外国人学校についても同じ（参考２参照）。 

①子供・教職員の保健衛生の確保のために普段行っている取組 

 （新型コロナ感染症対策を含む） 

②保健衛生対策の実施体制及び責任者・担当者 

 （学校医等の外部の保健衛生の専門家への相談も含む） 

③政府、地方自治体、NPO 等の支援団体との関わりや連携・支援 

④外国人学校において保健衛生対策を講じる際の課題 

⑤保健衛生に関して政府や地方自治体に実施を希望する項目 

（外国人学校の保健衛生環境に関する基準・ガイドラインの作成を含む）

参考１ 
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けではない。ブラジル本国から定期購入している授業用の教材を用いて、

子供たちへの新型コロナウイルス感染症対策の普及啓発を図っている。ブ

ラジルや日本の取組を参考としながら独自に保健衛生対策の実施や子供

たちの健康維持に努めている。 

② 保健室はない。学校医については、小児科医と契約をして、定期的な健康

相談の時間を確保いただいており、気軽に相談ができる関係にある。養護

教諭はおらず、各教員が責任を持って保健衛生に関する対応をしている。

外国人ボランティアチームが救命講習を開催したことがある。 

③ 群馬県が学校向けの研修を開催し、外国人学校にも声をかけてくれ、本校

の教職員も参加した。太田市の病院には通訳がいることに加え、県におい

ては有料の医療通訳派遣業務を行っている。また、新型コロナウイルス感

染症対策に関する情報は町からも提供されている。ブラジル人学校協議会

（AEBJ）において、日本語教育や子供の進学情報等について他のブラジル

人学校と情報交換を図っている。 

④ まずは狭い教室や運動場等の基本的な環境の整備が最優先の課題であり、

保健衛生の設置を検討する余力がない。 

⑤ 子供の健康維持のため、体育館等を整備したい。社会科見学等、外出して

行う活動が新型コロナウイルス感染症により実施できなくなってしまっ

たため、そのような機会の確保に努めてほしい。 

○ その他の意見等 

・ 町内の診療所や薬局には多言語の問診票が整備されていて、多言語対応の

可能な医師等がいなくても指差し等である程度のコミュニケーションが

取れる状況になっている。 

・ 学校の運営に関して、寄附を受け入れた実績はない。 

○ 現地視察の結果 

・ 簡易な造りの１階建ての建物２棟（部屋数９室）と２階建ての建物１棟の

１階（部屋数２室）で幼稚園から高校生までの子供が学んでいる。各教室

に１、２学年の子供が集まって授業を受けており教室は手狭で、子供同士

の間隔を十分取ることは難しい状況であった。また、保健室や運動場、体

育館等の施設・設備はなく、子供が体を動かす機会の確保が困難であると

のことだった。 

・ 日本語でコミュニケーションが取れる教職員はいるが数名である。町の担

当部局とは普段から町職員及びポルトガル語の通訳の方とコミュニケー

ションを取っているとのことであった。 
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（２）日伯学園（10 月 12 日） 

○ 学校の概要 

 

・所在地:群馬県大泉町  ・各種学校認可の有無：無 

・設置主体：有限会社  ・設立年：平成８年 

・在籍する子供の数3：幼稚園（38）小学校（28）中学校（24）高等学校（19） 

・外国人の子供の主な国籍：ブラジル 

・保健衛生の取組の実施状況： 

実 施：子供の健康診断、学校医の配置 

不実施：保健室の整備、養護教諭の配置、保健衛生基準の制定 

職員の健康診断、傷害保険加入 

 

 

○ インタビュー調査項目への回答 

① 健康診断は、町から会場の提供、公立校から備品の貸与等の支援を受け実

施しているが、受診費用を保護者が負担する希望制としており、全員が実

施できているわけではない。 

② 保健室はない。町内の外国人集住地区に所在している、内科医院にかかり

つけ医としてお世話になっている。学校には 14 人の教員がいるが十分と

は言えず、保健衛生管理を既存の教員が担当する余裕はない。人件費確保

のために学費を上げることも難しいため、養護教諭は置いていない。 

③ 町から、消毒液やハンドソープ等の提供を受けた。町から新型コロナウイ

ルス感染症対策に関する情報は十分もらっている。 

④ 新型コロナウイルス感染症対策の実施においては、自治体内の様々な部署

が関係するため、部署間での連携・情報共有を十分にとってほしい。各種

学校になれば、行政からの支援も受けやすくなると思うが、本校は県の基

準を満たすことが難しく、各種学校認可を受けられないため、柔軟な運用

としてほしい。 

⑤ 健康診断を無料で実施してほしい。ブラジル人学校で実施ができていない

のは、ニーズがないわけではなく、財政的・人的な制約のためである。 

○ その他の意見等 

・ コロナ禍で、地域に立地する企業も減益となり、派遣労働者として働いて

いる外国人が解雇され、他の職場を探さざるを得なくなってしまったり、

授業料が払えなくなったりしたことにより、他の外国人学校や公立校に転

校した子供もいる。 

・ 1990 年の出入国管理及び難民認定法（入管法）の改正以降、急速に外国人

が増えたことにより、高齢者層を中心に外国人に対する理解が低い人もお

                                                   
3 令和３年４月時点の在籍人数。 
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り、日本人と外国人の相互理解を進めることが必要である。 

・ 保護者への情報発信は SNS や年３、４回の保護者会を通じて行っている。

外国人へ紙媒体で情報発信をしても十分に読んでもらえないことも多く、

漫画や動画で発信するなど、工夫する必要がある。 

○ 現地視察の結果 

・ 町内に２か所校舎があり、２階建ての建物２棟（部屋数９室）及び１階建

ての建物１棟（部屋数６室）で幼稚園から高校生までの子供が学んでいる。

保健室はないが、運動場はある。 

・ 日本語教育に力を入れており、校内には、日本語とポルトガル語を併記し

た手洗い等のポスターの掲示（一部は町が作成したものを活用）もあり、

子供への普及啓発にも積極的に取り組んでいた。 

・ 日本人の経営者が対外的な対応を行っており、地方自治体の担当者等とも

日頃から円滑に連絡を取っているとのことであった。 

 

（３）HIRO 学園（10 月 8 日） 

○ 学校の概要 

 

・所在地：岐阜県大垣市  ・各種学校認可の有無：有 

・設置主体：準学校法人  ・設立年：平成 18 年 

・在籍する子供の数4：幼稚園（７）小学校（38）中学校（75）高等学校（84） 

・外国人の子供の主な国籍：ブラジル 

・保健衛生の取組の実施状況： 

実 施：保健室の整備、教職員の健康診断、傷害保険への加入 

不実施：養護教諭の配置、学校医の配置、子供の健康診断、 

保健衛生基準の制定 

 

 

○ インタビュー調査項目への回答 

① かつては地域の医師会と連携して学校医の配置や健康診断を行っていた

が、年間 20 万円ほどの費用がかかってしまうことから、現在は実施して

いない。基本的には子供が体調不良になった場合は帰宅させている。心の

ケアなどの必要性は感じているが、現状職員が自助努力で資格を取得し、

対応を行っている。子供たちに手洗いの実施やハンカチを持つ習慣をつけ

るよう試みたが、文化的背景の違いもあり、定着しなかった。 

② 保健室を教員室の中に設置している。学内に保健衛生の責任者はいないた

め、実質的には事務局長と校長が担っている。 

③ 地域の多言語対応可能な医療機関を必要に応じて保護者に紹介している。

                                                   
4 令和３年５月時点の在籍人数。これ以降の外国人学校についても同じ。 
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新型コロナウイルス感染症対策の情報は、岐阜県から受け取っているほか、

専門家等が提供する保健衛生に関する情報を参考にしている。 

④ 保健室を設置すると、業務や責任が発生し誰かが常駐しなければいけない

が、教職員の人数が足りない中、実際に常駐職員を配置することは難しい。

また、学校医の確保に向けた予算を自前で用意することは難しい。基本は

家庭において対応してもらうことにしているが、健康保険料を納めていな

いために、なかなか病院に行ってくれないケースもある（学校で治療費を

立て替えたこともある）。 

⑤ 教職員への研修や保護者への説明会の実施は効果的だと考える。外国人学

校の教員が専門知識を身に付ける場が限られているため、研修等の機会を

提供することに意味があると思う。行政による外国人学校向けのガイドラ

インの作成も有効だと思う。ただし、日本の学校の設備を前提としたガイ

ドラインや情報発信は参考にはなるが、実効性に問題がある。外国人学校

を例に挙げて作成した方がよい。 

○ その他の意見等 

・ ブラジルにおいては、基本的には保健衛生の確保は学校ではなく家庭の役

割であり、何かあれば保健室で処置をするのではなく、帰宅させる選択を

取る。教員や子供、保護者への普及啓発の工夫もするが、文化的な違いが

大きく、根気強く取り組む必要がある。 

・ 保護者の引越しにより転校を余儀なくされ、アイデンティティの確立に困

難を抱え、心のケアを必要としている子供が多くいるが、現状では学校で

そのような対応ができる人材は限られている。 

・ 外国人への情報発信に当たっては、例えば、地域で拠点となるような学校

等に集まって情報交換を行う機会を設けるなど、対面での関係を構築する

ことが重要である。 

 

（４）エスコーラ・パウロ・フレイレ・瀬戸（10 月 21 日） 

○ 学校の概要 

 

・所在地:愛知県瀬戸市  ・各種学校認可の有無：無 

・設置主体：個人   ・設立年：平成 24 年 

・在籍する子供の数：幼稚園（４）小学校（５）中学校（４）高等学校（１） 

・外国人の子供の主な国籍：ブラジル、ペルー 

・保健衛生の取組の実施状況： 

実 施：子供の健康診断 

不実施：保健室の整備、養護教諭の配置、学校医の配置 

  保健衛生基準の制定、教職員の健康診断、傷害保険の加入 
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○ インタビュー調査項目への回答 

① 簡易な健康診断を実施している。また、コロナ禍では、毎日の健康観察や

体温検査を実施している。また、誰とどこにいったかの把握を実施するよ

うにしている。子供たちに新型コロナウイルス感染症への理解や新型コロ

ナウイルス感染症対策をする意識を持ってもらうために、学校の授業の中

でマスク作りを実施したり、新型コロナウイルス感染症に関するデータや

ニュースを題材としたプレゼンテーションを課題として取り入れるなど

の工夫をした。日本語やポルトガル語で、新型コロナウイルス感染症に対

する注意点をまとめたポスターを作った。 

② 健康に関する情報の窓口は、日本語コーディネーターの助けを得ながら校

長が担当している。学校医はいないが、団地の一室で開校しているので、

同じ団地内の地域の医療機関を頼っている。 

③ 新型コロナウイルス感染症対策等に関する公的な情報は、瀬戸市から情報

提供してもらっている。カトリック系の援護団体からの支援や、名古屋市

にあるブラジル総領事館から消毒液等の提供を受けている。また、瀬戸市

国際センターから、藤田医科大学作成の新型コロナウイルス感染症パンフ

レットを配布してもらっている。愛知県の担当者が定期的に学校を訪問し、

新型コロナウイルス感染症に関する情報提供や、財政状況等に関するヒア

リングを実施してくれている。また、放課後等に１条校に通う子供の受け

入れも行っており、受け入れ元の１条校の先生とも日頃情報交換をしてい

る。 

④ 学校の仕組み作りやガイドラインの作成も大事だが、実際にそれらの取組

を実行する人たちに知識がないと意味がなく、専門人材の確保や子供への

普及啓発が重要と感じている。しかし、保健衛生に関する日本の教科書が

ないため、どのような内容を扱えばよいかが分からない。 

⑤ 外国人相談窓口の情報について、情報を集約し、どういった場合にどの窓

口に相談すればよいか整理して発信してほしい。保健衛生に関する基準等

を作成することは有効だと思うが、各学校の体制や財政面・人材面に制約

がある際には、遵守することが難しい場合もあると考える。１条校向けの

情報を外国人学校向けにも展開してほしい。消毒液等の備品はもらってい

るが、パーテーションも提供してほしい。１条校以外の子供も経済状況に

関わらず健康診断や学校医の支援を受けられるように地域医療の仕組み

の中に組み込んでもらいたい。 

○ その他の意見等 

・ 国籍に関係なく多くの外国人が理解できるのは「やさしい日本語」である

という調査結果もあり、情報発信の際に「やさしい日本語」をもっと活用

するとよい。日常的に使う日本語で表現する、漢字にはルビを振るなど、

資料を読みやすくする工夫や、資料を自分で読めない人には音声で発信す
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る工夫も有効である。 

 

（５）カネディアン・アカデミイ（11 月 4 日） 

○ 学校の概要 

 

・所在地:兵庫県神戸市  ・各種学校認可の有無：有 

・設置主体：準学校法人  ・設立年：昭和 27 年 

・在籍する子供の数：幼稚園（44）小学校（196）中学校（162）高等学校（167） 

・外国人の子供の主な国籍：米国、韓国、中国、欧州、インド 

・保健衛生の取組の実施状況： 

実 施：保健室の整備、養護教諭の配置、学校医の配置 

子供の健康診断、保健衛生基準の制定、教職員の健康診断 

傷害保険への加入 

不実施：無 

 

 

○ インタビュー調査項目への回答 

① 健康診断を実施している。特に入学時は、外部の医療機関に依頼し、結核

や胸のレントゲン検査等を行っている。小学生は毎年実施しているが、中

学校・高校は授業時間数との関係で１年目のみ実施している。米国疾病予

防管理センター（CDC）のガイドラインを参照して独自にヘルスポリシー

を作成しており、子供が病欠する場合もヘルスオフィスのチェックを受け

ないと復帰できないようになっている。40 か国に上る様々な国籍の子供

が入学するため、入学時に予防接種を条件として求めている。 

② もともと教室であった場所を改築して、保健室を作った。ヘルスオフィス

を設け、米国の資格を持つ学校医が責任を持って対応しているほか、日本

人のナースも２人いる。 

③ 子供やその家族が新型コロナウイルスに感染した際には、保健所と協力し

て隔離の措置を行った。保健衛生対策については、北米式をベースにしつ

つ、日本の方針も取入れながら、独自のやり方で取り組んでいる。学校医

が外国人患者の対応経験が豊富であり日頃から連携している。 

④ コロナ禍では母国に帰れなかった子供が多く、メンタル面での課題が生じ

ており、学校として対策を検討している。 

⑤ コロナ禍においては、保健所や空港の検疫担当部署等の間で連携・情報共

有不足があり、必要な情報が入ってこなかった。外国人を想定した対処方

針がなく、問合せをしても答えてくれないケースがあったが、柔軟に対応

してほしい。 

○ その他の意見等 
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・ インターネット上で保健衛生対策に必要な情報は手に入るので、独自に調

べて対策を講じている。 

・ 関西インターナショナルスクールメディカルアソシエーションという団

体があり、毎年寄附を頂いており、AED の設置や新型コロナウイルス感染

症対策の衛生用品の購入に使っている。 

 

（６）聖ミカエル国際学校（10 月 13 日） 

○ 学校の概要 

 

・所在地：兵庫県神戸市  ・各種学校認可の有無：有 

・設置主体：準学校法人  ・設立年：昭和 44 年 

・在籍する子供の数：幼稚園（26）小学校（140） 

・外国人の子供の主な国籍：インド、米国、中国、韓国 

・保健衛生の取組の実施状況： 

実 施：保健室の整備、養護教諭の配置、子供の健康診断 

保健衛生基準の制定、教職員の健康診断、傷害保険への加入 

不実施：学校医の配置 

 

 

○ インタビュー調査項目への回答 

① 健康診断を年１回実施しており、父兄にもボランティアとして協力しても

らっている。ただし、今年は担当医師の目途が立っていない。学校として、

厚生労働省や文部科学省、世界保健機関（WHO）、米国疾病予防管理センタ

ー（CDC）等のガイドラインを参考にして独自に新型コロナウイルス感染

症対策のガイドラインを作成し、体温の報告、時差登下校、昼食時間の分

散等を行っている。保護者とは密に連絡を取るようにしており、保護者向

けのニュースレターの発出等により、新型コロナウイルス感染症対策につ

いて周知を図ってきた。 

② 保健師は常勤で勤務しているが、費用面での難しさから学校医は配置して

いない。新型コロナウイルス感染症対策の実施方針については、校長によ

りトップダウンの方針が示され、統一的に対応を実施している。 

③ 政府からのメールマガジンや事務連絡を活用している。地域の外国人向け

医療財団から保健衛生環境の整備のための寄附や AED 等の寄贈を受けて

いる。また、日本インターナショナルスクール協議会（JCIS）のスクール

ナースのコミュニティがあり、保健衛生に関して情報交換を行っている。

自治体や NPO、大使館との継続的なつながりはなく、感染者が出た際に、

自治体の担当者が濃厚接触者の有無の確認に来た程度である。 

④ 学校医がいないため、細かい対応について相談できる窓口があると助かる。
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県からの情報は専門学校や県立学校向けの連絡のみで、小学校等に対する

連絡がなかった。日本語の情報を英語に翻訳して、保護者等に展開してい

る。 

⑤ 実際に新型コロナウイルスの感染者が出たときの対応が手探り状態にな

ってしまっているので、家族が感染した場合等、様々なケースを想定した

ガイドラインがあるとよい。 

○ その他の意見等 

・ 独自のガイドラインの作成では、教室の規模に関する規定への対応に苦労

した。１条校とは、施設の規模や授業の形態（集団授業か少人数でのグル

ープワークか）が異なるため、１条校向けの基準が参考にならなかった。 

・ 心理カウンセラーは配置していないが、メンタルヘルスについて、学校が

受けている国際認証（CIS、WASC、COBIS）においては、教員に対してもメ

ンタル保護に対する高い意識が求められ、トレーニングが必須とされてい

る。 

 

（７）マリスト・ブラザーズ・インターナショナル（10 月 19 日） 

○ 学校の概要 

 

・所在地:兵庫県神戸市  ・各種学校認可の有無：有 

・設置主体：準学校法人  ・設立年：昭和 32 年 

・在籍する子供の数：幼稚園（43）小学校（135）中学校（85）高等学校（64） 

・外国人の子供の主な国籍：インド、オーストラリア、韓国、米国 

・保健衛生の取組の実施状況： 

実 施：保健室の整備、養護教諭の配置、学校医の配置 

子供の健康診断、保健衛生基準の制定5、教職員の健康診断 

傷害保険への加入 

不実施：無 

 

 

○ インタビュー調査項目への回答 

① 職員の健康診断（年１回）を実施しているほか、子供には３年に１度、医

療機関において健康診断を受けることを推奨しており、受けていない子供

には個別に促している。健康診断で異常が見られた場合は、保護者に対し

て学校医の病院での受診を勧めている。 

② 保健室を設けており、ヘルスオフィサーが常駐し、職員の健康診断や保健

衛生に関すること全般について対応している。学校医は常駐ではなく、年

                                                   
5子供が怪我をした際の対応等について、独自にマニュアルを作成。 
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に数回学校に来て、健康診断やインフルエンザの予防接種等の対応をして

もらっている。また、日頃から電子メールや電話で相談できる体制を組ん

でいる。 

③ 県から新型コロナウイルス感染症対策の方針についての情報を共有して

もらっているほか、対処方法についてアドバイスをもらっている。公益財

団法人神戸国際コミュニティセンター（KICC）の医療通訳の派遣サービス

等を活用していた。 

④ 多言語対応が可能な医療機関を探すのが難しい。学校付近であれば対応で

きるが、遠くの地域から通う子供の身近で利用可能な医療機関を紹介する

のは難しい。保健室はあるが、新型コロナウイルスに感染した可能性のあ

る子供に対応するスペースと、通常の怪我等に対応するスペースを別々に

確保することが難しい。 

⑤ 政府からの情報発信において、日本語版と英語版が出る際のタイムラグが

あるが、英語版も迅速に発信してほしい。政府や自治体から新型コロナウ

イルス感染症対策に関連した情報が提供される度に、日本語・英語両方で

きる職員が重要事項を翻訳して関係者に発信している。また、英語しか理

解できない人のために、日本語のページを介さなくても英語のページにア

クセスできるように、ウェブサイトのデザインを工夫してほしい。 

○ その他の意見等 

・ ヘルスオフィサーが保健衛生に関する通訳業務や、健康診断結果の保護者

へのフィードバック等を担当している。 

・ 国からの情報はメールマガジンで十分だと感じるが、補助金の情報は知ら

なかった。学校内の情報伝達が原因で、必要とされる人のところに情報が

届いていない可能性がある。 

 

２．地方自治体 

  （地方自治体へのインタビュー調査項目） 

 

 

 

① 認可外施設を含む外国人学校やそこに通う子供に関する実態の把握（保

健衛生も含む） 

② 外国人学校やその他の外国人コミュニティに対する情報提供 

③ 外国人学校の保健衛生対策の支援に関する取組 

④ 外国人学校の保健衛生対策の支援に関する課題 

⑤ 外国人の保健衛生の確保に向けた他の機関との連携について 

（国、地方自治体、NPO 等の支援団体等） 
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（１）愛知県（社会活動推進課多文化共生推進室）（10 月 14 日） 

○ 基礎データ 

 

・ 人口6：約 756 万人（うち、外国籍の人数：約 27 万人（人口の約４%）） 

うち、20 歳未満の外国人数：約４万人） 

・ 自治体内の外国人学校数7：23（うち、認可外施設数：11） 

 

○ インタビュー調査項目への回答 

① 認可外施設も含む外国人学校への調査や、市町村からの提供情報やインタ

ーネット等での情報をベースに、実態の把握に努めている。私立学校所管

課では、認可外施設を把握することは難しいと考えられる。市町村の方が、

外国人コミュニティに情報を届けやすいインフルエンサーの情報がある

と考えられる。 

② 多文化共生関連や新型コロナウイルス感染症対策等の情報は、市町村の多

文化共生部署へ情報提供しており、それぞれの市町村において必要に応じ

て外国人コミュニティ等へ周知されることと思っているが、それぞれどの

ように展開されているか把握はしていない。 

③ これまで保健衛生対策の支援に関する取組は行っていないが、県が実施す

る外国人学校に関する調査において、健康診断の実施状況等の実態把握に

努めている。多文化共生関連施策の意見交換のため、市町村の担当者を集

めた会議を年に１、２回の頻度で実施しており、必要に応じて外国人学校

の保健衛生についても活用していくことが考えられる。 

④ 保健衛生対策について、国が主導してガイドラインや方向性を示す必要が

あると考える。国の方向性を踏まえて、県において実態調査を行うことは

可能である。 

⑤ 県の国際交流協会との連携は行っているものの、市町村の国際交流協会や

保健所等との連携はない。 

○ その他の意見等 

・ 外国人学校の保健衛生体制の確保について、県の中でどの部局が主導して

取り組んでいくかについては課題がある。文部科学省の事業を実施する場

合は、厚生労働省と繋がりが強い保健担当部局が主導して取り組むことは

難しく、私立学校・各種学校担当部局又は多文化共生担当部局が主導する

ことになると思うが、認可外施設に対する情報発信に課題がある。 

・ 外国人学校の保健衛生環境に関するガイドライン等を作成する必要性は

ある一方で、ガイドライン等に対応するための支援をどう行うかが課題で

                                                   
6 住民基本台帳に基づく（令和３年１月時点）。これ以降の地方自治体についても同じ。 
7 都道府県から文部科学省に報告のあったもの（令和３年５月時点、休校中のものを含む）。こ

れ以降の地方自治体についても同じ。 
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ある。 

 

（２）兵庫県（企画県民部管理局教育課、産業労働部国際局国際交流課）（10 月４日） 

○ 基礎データ 

 

・ 人口：約 552 万人 （うち、外国籍の人数：約 11 万人（人口の約２%）） 

うち、20 歳未満の外国人数：約１万人） 

・ 自治体内の外国人学校数：12（うち、認可外施設数：０） 

 

 

○ インタビュー調査項目への回答 

① 外国人学校の運営実態について、定期的に調査を行っているが、主として、

外国人学校の運営に要する経費に対する補助金の適正執行の観点から行

っているものであり、子供の通学状況については、人数やカリキュラム等、

概形的な内容に留まっている。認可外施設については、行政との関わりが

なく、調査権限もないため、存在の有無を含め把握は難しい。 

② 県の国際交流協会と連携し、知事からのメッセージ、ワクチン接種に関す

る情報等の多言語発信を行っている。また、外国人コミュニティ、市町の

国際交流協会を通じて周知を図っている。 

③ 外国人学校所管部局として、外国人学校からの各種相談に対する助言・指

導等を随時行っている。ただし、保健衛生に関する相談等は全くなく、県

が課題として認識しているものはない。外国人学校における新型コロナウ

イルス感染症対策に対し、県で独自の予算措置を行っている。 

④ 外国人学校は１条校における保健衛生について規定している学校保健安

全法の規制を受けないため、県として指導や取組を実施するための法的根

拠がない。 

⑤ 各種学校認可校の所在する市に対しては、必要に応じて情報提供を行うこ

とはあるが、日常的に意思疎通を行う自治体は特にない。保健所との連携

も特段行っていない。なお、外国人学校の大半が政令指定都市と中核市に

所在しており、保健所の管轄が各市となっているため、県において各市の

保健所における取組を把握することは難しい。 

○ その他の意見等 

・ 外国人学校の保健衛生環境に関する基準等を作成した場合、各種学校認可

を受けた外国人学校については、現地での確認も含む指導監督の事務が生

じる上、基準等への対応が難しい場合は、補助等の公的支援の検討が必要

となる。認可外施設にも規制が及ぶ場合は、行政が関与している実態がな

いため、指導監督は困難であると考える。 
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（３）群馬県大泉町（企画部多文化協働課）（10 月 12 日） 

○ 基礎データ 

 

・ 人口：約４万人 （うち、外国籍の人数：約８千人（人口の約 19%）） 

（うち、外国籍の子供の人数：約 1,700 人） 

・ 自治体内の外国人学校数：２（うち、認可外施設数：２） 

 

 

○ インタビュー調査項目への回答 

① 認可外の託児所のような施設も含め把握するように努めており、全ての外

国人学校を把握している。把握のために、外国人コミュニティと繋がる努

力をしている。 

② 外国人コミュニティに精通するキーパーソンや大使館・領事館を通じた情

報発信及び意見交換の実施等を行っている。 

③ ブラジル人のボランティアチームが中心となり、外国人学校における健康

診断とフォローアップの保健指導講座等を実施している。町が会場を提供

するとともに、公立校から器具の貸与等の支援を行い、経費を抑える工夫

をしている。 

④ 学校施設の規模等の基準により各種学校認可を受けていないため、町から

の支援は限定的にならざるを得ない。保健衛生環境に対するブラジルでの

考え方の違いや学校施設が十分に整っていない状況もあり、外国人学校が

保健衛生環境の整備を検討する余裕がないのが現状である。 

⑤ 近隣の外国人集住地域である伊勢崎市や太田市の外国人支援の団体と連携

しているほか、国際交流協会との連携も図っている。 

○ その他の意見等 

・ 公立校で実施している健康診断に外国人学校の子供も参加することは、教

育委員会の費用負担や大泉町外から通う子供に対する費用負担の観点から、

実施は難しい。 

○ 現地調査の結果 

・ 製造業及び食品業を中心に外国人労働者を雇用する多数の企業が存在して

おり、町中にはブラジル人の経営する店舗が多く見られた。 

・ 駅や町の施設（多文化共生コミュニティセンター）には、外国人向けの多

言語の表示や資料が多く整備されており、町として外国人が暮らしやすい

環境作りに取り組んでいる状況が見られた。 
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（４）岐阜県美濃加茂市（市民協働部地域振興課多文化共生推進室）（10 月 13 日） 

○ 基礎データ 

 

・ 人口：約６万人 （うち、外国籍の人数：約 5千人（人口の約９%）） 

（うち、外国籍の子供の人数：約 1,200 人） 

・ 自治体内の外国人学校数：１（うち、認可外施設数：０） 

 

○ インタビュー調査項目への回答 

① 認可外の保育施設も含めて、市内の外国人学校の把握に努めている。各種

学校認可を受けている外国人学校には、市外からも広域で通学しているこ

とを把握している。 

② 外国人学校に対する定期的な連絡は行っていなかったが、新型コロナウイ

ルス感染症のクラスターが発生した際、県の担当者と学校を訪問し、感染

対策を支援した。新型コロナウイルス感染対策のため、市役所に来庁した

人にアンケートと情報発信を実施したほか、教会や外国人を多く雇用する

派遣会社を通じた情報発信を行うとともに、県がチラシやポスターの配布

並びにインフルエンサーを通じた情報発信を行っている。 

③ 外国人学校が健康診断を実施する際、体重計等の備品を貸し出して協力し

ている。新型コロナウイルスに感染した場合にどういう症状が現れるか、

感染予防のためにどういったことをすればよいかについて、独自に動画や

啓発チラシを作成し普及啓発を図った。 

④ 外国人の家庭へ適宜情報を発信しているが、実際に保健衛生の確保のため

の取組が行われているかを完全に把握することは困難である。外国人市民

間で影響力を持つ教会を通じた情報発信は有効であり、連携体制を整えて

いる。 

⑤ 新型コロナウイルスの感染状況の確認や情報発信に当たっては、県と連携

して対応したほか、感染者の情報を県から提供してもらった。 

 

３．支援団体等 

（支援団体等へのインタビュー調査項目） 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 外国人学校の保健衛生対策等の支援に関する取組 

② 認可外施設を含む外国人学校の把握・情報提供 

③ 外国人学校の保健衛生対策の支援に関する課題 

④ 外国人の保健衛生の確保に向けた他の機関との連携について 

（国、地方自治体、NPO 等の支援団体等） 
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（１）NPO 法人美濃加茂国際交流協会（10 月 13 日） 

○ 団体の概要 

 

・所在地：岐阜県美濃加茂市  ・設置形態：NPO 法人 

・設立年：平成３年 
・活動内容：外国人の子供の学習支援、外国人向けの日本語教室、外国人向

け保育施設の立ち上げ支援等を通じて、多文化共生・国際交流

に資する活動を実施。 

 

○ インタビュー調査項目への回答 

① 県の指導のもと、認可外保育施設における健康診断の実施に向けて、かか

りつけ医を紹介するとともに、年１回の多言語に対応した健康診断が実施

されていることを確認している。 

② 認可外保育施設（主にフィリピン人を対象とした３施設程度）の設立を支

援した。その過程で把握した施設や子供に関する情報を美濃加茂市の担当

者とも共有したほか、子供たちの就学支援も行っている。 

外国人向けの情報発信には SNS を活用しており、日本語のメッセージ等

が自動的に多言語に翻訳されるので便利である。 

③ 新型コロナウイルスに感染した際の対応についての情報が欲しい。母国の

文化的背景等により、健康維持や保健衛生の確保への配慮の状況が大きく

異なり、保健衛生に関する普及啓発が重要であると感じている。 

④ 国際交流協会は、美濃加茂市の多文化共生課と同じフロアにあり、様々な

面で連携・情報共有を図っている。岐阜県からは、外国人を対象とした事

業に対する補助金をもらっている。 

○ その他の意見等 

・ 効果的な情報発信の場として、公民館の母親学級や家庭教育学級等も考え

られる。 

・ 子供の健康維持には食育の観点も重要だが、外国人の保護者の関心は高く

ないように感じており、普及啓発に取り組む必要があると考えている。 

   

（２）NPO 法人外国人医療センター（MICA）（10 月 7 日） 

○ 団体の概要 

 

・所在地：愛知県名古屋市  ・設置形態：NPO 法人 

・設立年：平成 10 年 

・活動内容：在日外国人を対象とした医療・生活支援（外国人への医療機関

の紹介、健康相談会の実施等）の実施。 
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○ インタビュー調査項目への回答 

① 外国人学校を対象とした健康診断の実施をしており、愛知県内で多いとき

は３校ほど担当していた。健康診断の結果を活用してもらえるよう、外国

人や外国人学校の健康相談会を実施しているほか、歯磨き指導や視力低下

に対するアドバイス、多言語対応可能な医療機関の紹介も行っている。 

② 外国人学校に通う子供の把握は特に行っていないが、健康相談等を通じて

外国人の子供の生活環境等の実態を聞いている。外国人への情報発信の際

は基本的には対面のコミュニケーションを重視しているが、SNS を活用し

た情報発信も行っている。 

③ 健康診断の実施に当たっては、準備において日本人仲介者や外国人学校側

で責任を持って対応できる体制や、実施のための十分な場所の確保が課題

である。 

団体の正規職員は２名しかおらず、人的体制が十分でない点が課題であ

る。会員の会費と寄附を収入源に活動しているが、会員数の減少等により

収入は減少傾向にあり、資金が十分に得られていない点も課題である。そ

のため、レントゲン検査等の精密な健康診断は費用がかかるため無料での

実施が困難となりつつある。クラウドファンディングにも取り組んでいる

が、寄附者への返礼が条件とされている場合が多く、実施できない場合が

多い。 

④ 健康診断の実施に当たっては、保健医協会、愛知県医師会及び歯科医師会

等の団体と連携している。事業の実施・継続のため、地方自治体からの支

援を要望したこともあるが、財政的な支援を得ることはできなかった。 

○ その他の意見等 

・ 健康診断を外国人に受けてもらうだけではなく、健康診断の結果を理解し

てもらい、医療機関の受診や普段の生活習慣の改善まで取り組んでもらう

ことが重要である。 

・ 外国人の文化的背景等の要因から、保健衛生の重要性を理解してもらえ

ない場合もある。健康管理も学校の責任で行う必要がある旨を理解して

もらう必要がある。  



25 
 

（別紙）群馬県大泉町への現地視察の様子 

 

① ジェンテ・ミウダ 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真１：学校の外観    写真２：教室内の様子① 

 

 

写真３：教室内の様子② 

 

② 日伯学園 

 

 

 写真４：学校の外観      写真５：日本語・ポルトガル語 

が併記された普及啓発 

ポスター 
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写真６：教室内の様子 

 

③ 大泉町 

 

写真７：町内の駅の様子        写真８：町内の駅における多言語 

表示 

 

  

 

写真９：多文化共生コミュニティ  写真 10：多文化共生コミュニティ 

センターの様子                       センターにおける多言語 

資料の配布 
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追加調査における調査項目について 

 

１．インタビュー調査項目 

（１）外国人学校 

① 子供・教職員の保健衛生の確保のために普段行っている取組 

（新型コロナウイルス感染症対策を含む） 

② 保健衛生対策の実施体制及び責任者・担当者 

（学校医等の外部の保健衛生の専門家への相談も含む） 

③ 政府、地方自治体、NPO 等の支援団体との関わりや連携・支援 

④ 外国人学校において保健衛生対策を講じる際の課題 

⑤ 保健衛生に関して政府や地方自治体に実施を希望する項目 

（外国人学校の保健衛生環境に関する基準・ガイドラインの作成を含む） 

 

（２）地方自治体 

① 認可外施設を含む外国人学校やそこに通う子供に関する実態の把握 

（保健衛生も含む） 

② 外国人学校やその他の外国人コミュニティに対する情報提供 

③ 外国人学校の保健衛生対策の支援に関する取組 

④ 外国人学校の保健衛生対策の支援に関する課題 

⑤ 外国人学校の保健衛生の確保に向けた他の機関との連携 

（国、地方自治体、NPO 等の支援団体等） 

 

（３）支援団体等 

① 外国人学校の保健衛生対策等の支援に関する取組 

② 認可外施設を含む外国人学校の把握・情報提供 

③ 外国人学校の保健衛生対策の支援に関する課題 

④ 外国人学校の保健衛生の確保に向けた他の機関との連携 

（国、地方自治体、NPO 等の支援団体等） 

 

２．アンケート調査における調査項目「一般的な保健衛生等に係る対策」 

① 保健室の有無 

② 養護教諭の配置 

③ 学校医の配置 

④ 児童生徒への健康診断の実施の有無 

⑤ 学校の衛生管理の基準の有無 

⑥ 教職員への健康診断の実施の有無 

⑦ 学校としての傷害保険等の民間保険への加入の有無 

 

参考２ 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

専ら外国人の子供の教育を目的としている施設 

（いわゆる「外国人学校」）の 

保健衛生環境に係る有識者会議 

 

 

最終とりまとめ（素案） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和３年 月 

  

Administrator
テキストボックス
資料３－１
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１．はじめに 

 

教育現場において、新型コロナウイルス感染症への対応が必要とされている中、専ら

外国人の子供の教育を目的としている施設（以下「外国人学校」という。）においても

感染症対策が求められている。 

 

また、このような状況の下、我が国に在留する全ての子供の健康を確保するとともに、

外国人との共生社会を実現し、国民の安全を守る観点から、外国人学校においても保健

衛生の確保が必要である。 

 

このため、政府においても、令和３年６月に決定された「外国人材の受入れ・共生の

ための総合的対応策」において、外国人学校における保健衛生について有識者会議にお

ける検討を踏まえ、必要な措置を講じていく旨が記載されたところである1。 

 

また、平成 27 年の国連サミットにおいて合意した SDGs（Sustainable Development 

Goals：持続可能な開発目標）の目標３（保健）は「あらゆる年齢のすべての人々の健康

的な生活を確保し、福祉を促進する。」とされるなど、国際的にも国籍や出身国の違い

を超えて全ての人々の保健衛生の確保が求められている。 

 

これら国内外の動向を踏まえ、令和３年６月から「専ら外国人の子供の教育を目的と

している施設（いわゆる「外国人学校」）の保健衛生環境に係る有識者会議」（以下「有

識者会議」という。）を開催し、外国人学校の運営者、地方自治体、NPO 等の関係者、保

健衛生の専門家等の知見を活用しながら、これまでの新型コロナウイルス感染症対策を

含め、外国人学校の保健衛生に係る諸課題への対応を検討した。 

 

有識者会議では、これまでの議論を踏まえ、外国人学校の保健衛生に関する現状・課

題、今後の方向性について、最終とりまとめを行った。最終とりまとめに盛り込まれた

内容については、外国人学校をはじめ、国や地方自治体、支援団体等において、広く活

用されることを期待する。

                                                   
1 「外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策」（令和３年６月 外国人材の受入れ・共生に関

する関係閣僚会議決定）において、「専ら外国人の子供の教育を目的としている施設（以下「外国人

学校」という。）における新型コロナウイルス感染症対策として、ホームページやメールマガジン等

を用いて、やさしい日本語・多言語での情報提供を引き続き実施するほか、外国人学校に通う子ども

たちの健康管理の実態や、その保健衛生の確保に係る政府や自治体の適切な関わり方等を考慮しなが

ら、外国人学校における保健衛生について有識者会議における検討を踏まえ、令和３年度中に必要な

措置を講じていく。」とされている。 
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２．現状 

 

（１）外国人学校の状況 

 

○ 外国人学校は、専ら外国人の子供の教育を目的とした施設であり、学校教育法

第 1 条に定める学校（以下「１条校」という。）や学校教育法第 134 条に基づ

く各種学校として都道府県知事の設置認可を受けているもの、認可を受けて

いない施設（以下「認可外施設」という。）が存在する。 

○ 文部科学省が実施した私立学校調査によると、各種学校認可を受けた外国人

学校は 126 校存在し、在籍する児童生徒は 25,960 名である（令和３年５月時

点）。（準）学校法人立のものが多いが、株式会社や公益財団法人、一般財団法

人等が設立していることもある。 

○ 認可外施設の全体像は不明だが、文部科学省が実施した同調査において都道

府県から報告があった 33 施設（令和３年５月時点）、国際的な評価機関の認定

を受けている 44 施設（令和３年 11 月時点、都道府県から報告がなかったも

の）、ブラジル政府からの認可校として６施設（都道府県から報告がなかった

もの）、その他外国人学校向けメールマガジンに登録のあった６施設の存在が

把握されている。 

○ なお、文部科学省が令和２年３月にまとめた「外国人の子供の就学状況等調査

結果（確定値）」によると、学齢相当（小学生相当＋中学生相当）の外国人の

子供の住民基本台帳上の人数は、12 万 3,830 人であり、就学していない可能

性がある、又は就学状況が確認できていない状況にあると考えられる外国人の

子供の数は、19,471 人2である。 

 

 

  

                                                   
2 本調査において、外国人学校等（認可外施設を含む）に就学していることが確認できた子供の数は

5,023 人であるが、就学していない可能性がある、又は就学状況が確認できていない状況にあると考

えられる 19,471 人の中には外国人学校等に通う子供が含まれることが推測される。  

＜参考＞外国人学校の構成 

８ 各種学校, 126
1 条校 

認可外施設, 89 以上 
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（２）外国人学校の支援のための取組 

 

文部科学省では、外国人学校の支援のため、以下の取組を行っている。 

 

① 法人税・所得税等の原則非課税 

各種学校認可を受けた外国人学校を対象に（株式会社立等を除く）、法人

税・所得税等を原則非課税としている。 

 

② 指定寄付金・特定公益増進法人への寄付金に対する税制優遇 

一定の要件を満たした各種学校認可を受けた外国人学校に対し、以下の措

置を講じている。 

 法人からの寄附金についての損金算入枠の拡大 

 個人からの寄附金についての所得控除 

 

③ 各種学校認可等の弾力的な取扱いの通知 

平成 27 年６月、文部科学省は、「インターナショナルスクール等の外国人

学校の各種学校設置認可等の促進について（依頼）」において、外国人学校

の各種学校設置認可等に当たり、校地・校舎の借用や運用資産に関する弾

力的な要件を認める等の取組を、地域の実情に応じて積極的に検討するよ

う各都道府県に通知した。 

 

 

（３）外国人学校における新型コロナウイルス感染症対策の取組 

 

令和２年２月以降、文部科学省では、外国人学校における新型コロナウイルス

感染症の拡大防止のため、以下の取組を行ってきた。 

① 各種学校認可を受けた外国人学校に対し、１条校と同様の新型コロナウイ

ルス感染症対策に係る通知を発出（都道府県各種学校担当部局等宛て）（令

和２年２月以降） 

② 各種学校認可を受けた外国人学校に対し、新型コロナウイルス感染症対策

のための保健衛生用品の購入を支援（令和２年 11 月） 

③ 外国人学校向けに新型コロナウイルス感染症対策の情報提供をやさしい日

本語で行うホームページを開設（令和２年 11 月） 

④ 認可外施設を含む外国人学校に情報提供を行うメールマガジンを日英両言

語で配信（令和２年 11 月以降） 
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⑤ 学校向けの「衛生管理マ

ニュアル」の多言語翻訳

版を作成・ホームページ

へ掲載し、認可外施設を

含む外国人学校向けに配

信（令和２年 12 月以降） 

⑥ 認可外施設を含む外国人

学校に対して、新型コロ

ナウイルスワクチンの職

域接種の申込みが開始し

た旨を周知（令和３年６

月） 

⑦ 認可外施設を含む外国人

学校（幼・小・中学校相当

課程を除く）に対し、抗原

簡易キットを配布（令和

３年７月） 

⑧ 各種学校認可を受けた外国人学校（幼・小・中学校相当課程）に対し、抗原

簡易キットを配布（令和３年９月） 

⑨ 各種学校認可を受けた外国人学校に対し、抗原簡易キットを追加で配布（令

和３年９月） 

 

 

（４）外国人学校の保健衛生環境に関する実態調査（アンケート調査） 

 

○ 各種学校認可を受けた外国人学校、および、認可外施設の外国人学校における

保健衛生の確保については、１条校向けの規制は適用されておらず、一般の事

業所と同様の取扱いとなっている。 

○ 今般の新型コロナウイルス感染症の感染拡大に際しては、外国人学校の子供

や教職員においても感染者やクラスターの発生がみられた。 

○ こうした状況を踏まえ、外国人学校の保健衛生に係る検討を行うために必要

な基礎情報を把握するため、外国人学校の保健衛生環境に係る調査を実施し

た。 

○ 調査期間・調査対象や主な調査項目等は、以下のとおり。 

ポルトガル語翻訳版「衛生管理マニュアル」 
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 調査期間：令和３年４月 23 日（金）～５月 24 日（月） 

 使用言語：日本語、英語、ポルトガル語 

 調査対象：以下のいずれかに該当する外国人学校（161 校） 

① 都道府県から各種学校認可を受けた外国人学校 

② 各種学校でないが都道府県が把握している外国人学校 

③ 日本インターナショナルスクール協議会の加盟校 

④ 在京ブラジル大使館から認可を受けているブラジル学校 

 調査方法：上記①と②については、都道府県各種学校担当部局を通じて 

調査票を配布、回収。上記③と④に該当する外国人学校のう 

ち①と②に該当しないものについては、文部科学省が直接調 

査票を配布、回収。 

 回答数（回答率）：80 施設（50%) 

• うち各種学校認可校：72 校（58%） 

• うち認可外施設：８校（22%） 

 主な調査項目： 

①  新型コロナウイルス感染症に係る対策 

• 全国一斉休校となった令和２年３月２日以降、同年６月頃まで 

の対応状況 

• 調査時点（令和３年４月 23 日時点）の学校運営の状況 

• 新型コロナウイルス感染症対策に向けた国や地方自治体からの 

報提供等の利用状況 

② 一般的な保健衛生等に係る対策 

• 保健室の有無  

• 養護教諭の配置  

• 学校医の配置  

• 児童生徒への健康診断の実施の有無  

• 学校の衛生管理の基準の有無  

• 教職員への健康診断の実施の有無  

• 学校としての傷害保険等の民間保険への加入の有無  

• その他、学校で行っている児童生徒・教職員への保健衛生に係る対

策 
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○ 主な調査結果は以下のとおり（回答を得られた全 80 施設の情報を整理）。 

 

①  新型コロナウイルス感染症に係る対策について 

 

(ア) 令和２年３月の一斉臨時休業要請時の対応 

68 施設が臨時休業を実施、12 施設が臨時休業を実施していなか

った。 

 

(イ) 各外国人学校で実施している新型コロナウイルス感染症対策 

健康状態の適切な把握や教室等の常時換気、飲食の場面におけ

る飛沫拡散防止の取組等は、９割以上の施設が対策を講じていた。 

一方で、体育やグループワークといった児童生徒が近距離とな

る学校活動に関しては、対策を講じている施設は約７割と、相対的

に割合が低かった。 

また、一部の項目に関しては、各種学校と認可外施設における

対策の実施割合の差異が見られた。 

 

 

○各外国人学校における新型コロナウイルス感染症対策の実施の状況 
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(ウ) 新型コロナウイルス感染症対策に係る国の支援の利用状況 

国からの通知については、約６割の施設が認識しているが、補

助金の利用は約４割、メールマガジンによる情報収集は約２割で

ある。 

一方で、国の支援を利用していないと回答した施設も１割程度

存在しており、その大部分は「国の取組があったことを知らなかっ

たため」と回答している。 

 

(エ) 新型コロナウイルス感染症対策に係る地方自治体の支援の利用状

況 

地方自治体からの情報提供は、約８割が利用しており、また、物

品・財政支援は約５割、指導助言は約４割の施設が得ている。 

各種学校・認可外施設の差異なく、外国人学校は、相対的に国よ

りも地方自治体の支援を利用している場合が多いといえる。 

なお、地方自治体の支援を利用していないと回答した施設が３

校あり、いずれも「地方自治体の取組があったことを知らなかった

ため」と回答している。「支援を利用していない」「取組があったこ

とを知らなかった」と回答した施設数は、国への質問に対する回答

数よりも地方自治体への質問に対する回答数の方が少なく、国よ

り地方自治体の情報により身近に接している場合が多いといえる。 

 

各外国人学校で実施している新型コロナウイルス感染症対策（自由記述・概要） 

• 従業員や生徒全員に常時マスク着用を義務付け 

• 保護者・学外者の校内立入制限 

• 来校者には全員、検温と手のアルコール消毒を実施 

• 新規の来校者には直近の行動に関する簡易なアンケートを依頼 

• 児童生徒が近距離になる活動に関しては、注意を払いつつ実施 

• 他クラスとの交流をなくすために、選択授業の中止 

• 学年をまたいだ生徒児童の接触防止（全校行事の中止を含む） 

• 部屋や設備・共用スペースの消毒 

• 手洗い場増設 

• スクールバスに自動車用空気清浄機を設置 

• 登校時とお昼休み時間の２回の検温 

• 毎日健康観察カード提出の義務化 
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○新型コロナウイルス感染症対策に係る国の支援について「利用している」と回

答した施設数 

※「利用していない」を選択した 9 校のうち 8 校からは、「取組があったことを知らなかったため」と回答があった（1 校は無回答） 

    

○新型コロナウイルス感染症対策に係る地方自治体の支援について「利用してい

る」と回答した施設数 

※「利用していない」を選択した 3 校のうち 2 校からは、「取組があったことを知らなかったため」と回答があった（1 校は無回答）  
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② 一般的な保健衛生等に係る対策について 

 

教職員の健康診断や児童生徒等を対象とした施設による傷害保険加入、

衛生管理基準の策定は、回答のあった施設の約９割で実施されている。児

童生徒の健康診断の実施割合は約８割である。 

保健室を設置していると回答した施設は約７割であり、また、養護教諭

と学校医の少なくともどちらかを配置している割合は７割を下回ってい

る。特に養護教諭を配置している施設は約３割にとどまっている。 

 

  ○各外国人学校における保健衛生に係る取組の実施状況 

 

 

  

各外国人学校で実施している保健衛生に係る取組（自由記述・概要） 

• 手指消毒用の消毒液や消毒ジェル、石鹸の設置等による手指消毒や手洗いの徹底 

• 机、ドア、玄関、通学バス等の消毒 

• 保健衛生に係る授業や講習等の実施 

• マスクやフェイスシールドの配布・着用 

• 児童生徒、教職員、来訪者等への検温 

• 保護者や学校外部の者の立ち入り制限 

• 換気の徹底 

• シールドの設置 

• （教職員対象の）衛生委員会等による保健衛生に係る会議の実施 

• 掲示物による保健衛生に係る意識啓発 

• 昼食時原則会話の禁止 

• 欠席・家庭待機に係るガイドラインの策定 

• 毎日の体調確認 

• 必要なとき以外の外出を控える 

• 就学時健診の実施 

• （新型コロナウイルスに係る）PCR・抗体検査の実施 
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（５）外国人学校の保健衛生環境の追加調査（インタビュー調査） 

 

○（４）のアンケート調査の回答率が５割程度に留まっていること、また、個々の外

国人学校の状況を踏まえたより具体的な課題やニーズ、地域との連携等の実態の把

握が必要であることを踏まえ、外国人学校及び地方自治体等を対象とした追加調査

を実施した。 

○アンケート調査において回答率の低かった外国人学校、外国人の多く集住している

地域の外国人学校、地方自治体及び支援団体等に対してインタビュー調査を実施し

た。 

○調査期間・調査対象や調査項目等は、以下のとおり。 

 

 

 

●調査期間：2021 年 10 月 8 日～11 月 4 日 

●調査方法：オンライン等によるインタビュー調査 

（一部現地調査を実施（別紙１参照）） 

●調査項目：別紙２参照 

●調査対象：  

 

 

 

 

 

 

 

 

区分 名称 所在地 実施方法

ジェンテ・ミウダ

日伯学園

HIRO学園 岐阜県

エスコーラ・パウロ・フレイレ瀬戸 愛知県

カネディアン・アカデミイ

聖ミカエル国際学校

マリスト・ブラザーズ・インターナショナルスクール

愛知県　県民文化局　県民生活部 社会活動推進課　多文化共生推進室 愛知県 オンライン

兵庫県　企画県民部　管理局　教育課、産業労働部　国際局　国際交流課 兵庫県 電話

群馬県　大泉町　企画部　多文化協働課 群馬県 現地

岐阜県　美濃加茂市　市民協働部 地域振興課　多文化共生推進室 岐阜県 オンライン

NPO法人　美濃加茂国際交流協会 岐阜県 オンライン

NPO法人　外国人医療センター 愛知県 電話

外国人学校

支援団体等

現地群馬県

兵庫県

地方自治体

オンライン
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○調査対象の概要 

 

① 外国人学校 

※令和３年５月１日時点（ジェンテ・ミウダと日伯学園は 4 月 1 日時点）。 

 

② 地方自治体の概要 

※１ 住民基本台帳に基づく（令和３年１月時点）。 

※２ 都道府県から文部科学省に報告のあったもの（令和３年５月時点、休校中のものを含 

む）。括弧内は、うち認可外施設の数。 

 

③支援団体等の概要 

  

団体名 所在地 設置形態 設立年 活動内容

美濃加茂国際交流協会 岐阜県　美濃加茂市 NPO法人 平成3年
外国人の学習支援、日本語教室の開催等を通じ

て、多文化共生に資する活動を実施。

外国人医療センター 愛知県　名古屋市 NPO法人 平成10年
在日外国人を対象とした医療支援を実施。（外国

人への医療機関の紹介、健康相談会の実施等）

幼稚園 小学校 中学校 高等学校

ジェンテ・ミウダ 無 有限会社 平成15年 43 56 30 27 ブラジル

日伯学園 無 有限会社 平成8年 38 28 24 19 ブラジル

HIRO学園 有 準学校法人 平成18年 7 38 75 84 ブラジル

エスコーラ・パウロ・

フレイレ瀬戸
無 個人 平成24年 4 5 4 1 ブラジル、ペルー

カネディアン・アカデミィ 有 準学校法人 昭和27年 44 196 162 167
米国、韓国、中

国、欧州、インド

聖ミカエル国際学校 有 準学校法人 昭和44年 26 140 - -
インド、米国、中

国、韓国

マリスト・ブラザーズ・

インターナショナルスクール
有 準学校法人 昭和32年 43 135 85 64

インド、オーストラ

リア、韓国、米国

学校名
各種学校

認可
設置主体 設立年

設置課程・在籍する子供の数　※

外国人児童生徒の

主な国籍

うち、外国籍

の人数

人口に占め

る外国籍の

割合（％）

うち、外国籍

の子供の数

（20歳未満）

うち、外国籍

の子供の数

（15歳未満）

愛知県
県民文化局　県民生活部

社会活動推進課　多文化共生推進室
7,558,872 266,962 4 39,898 30,199 23 (11)

兵庫県
企画県民部　管理局　教育課、

産業労働部　国際局　国際交流課
5,523,627 113,349 2 11,031 7,932 12 (0)

群馬県　大泉町 企画部　多文化協働課 41,718 7,860 19 1,736 1,305 2 (2)

岐阜県　美濃加茂市
市民協働部　地域振興課　多文化共

生推進室
57,304 5,266 9 1,205 941 1 (0)

自治体名 部署名
人口

※１

自治体内の外

国人学校数

※2
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○インタビュー調査の結果概要 

 

インタビュー調査項目に対する調査結果の概要は以下の通り。 

 

①外国人学校 

（ア）子供・教職員の保健衛生の確保のために普段行っている取組 

（新型コロナウイルス感染症対策を含む） 

・ 健康診断について、地域の医療機関や地方自治体の事業を活用した定期的な健

康診断や、独自の簡易的な健康観察を実施している学校がある一方、実施して

いない学校もある。健康診断の内容及び頻度は、実施費用や授業時間の確保等、

各学校の事情により様々である。なお、健康診断を実施していない理由として、

費用面の課題が挙げられた。 

・ 保健衛生対策について、手洗い・マスク着用の推奨や、新型コロナウイルス感

染症を題材とした保健教育を行うなどの取組が見られる。保健衛生対策の取組

に当たり、文化的背景に起因する課題を感じていると回答した学校も多数あっ

た。 

 

（イ）保健衛生対策の実施体制及び責任者・担当者 

（学校医等の外部の保健衛生の専門家への相談も含む）  

・ 保健室が整備されていた学校はいずれも各種学校認可を受けた学校であった。

一方、保健室を設けていない学校は認可外施設に多かった。 

・ 保健衛生の専門家の配置について、学校医や常勤のヘルスオフィサーのような

役職を配置していると回答のあった学校が複数あった。このような学校の中に

は、日本や海外の保健衛生マニュアル等を参考に、独自の保健衛生に関する基

準を設けている学校もあった。 

・ 校長や事務局長、日本語を話すことのできる教員等が保健衛生対策の責任者を

担当している場合もあった。そのような場合でも、地域の医療機関と連携して

専門的な知見に基づく相談体制を構築したり、職員が資格を取得したり講座を

受講して子供の健康管理を担当するなどの取組が見られた。 

 

（ウ）政府、地方自治体、NPO 等の支援団体との関わりや連携・支援 

・ 新型コロナウイルス感染症対策について、文部科学省のメールマガジン等の政

府からの情報発信を受け取っていない場合でも、地域の保健所や地方自治体と

連携して保健衛生対策に取り組んでいる学校が多数あった。特に地方自治体か

らは、認可外施設を含め、新型コロナウイルス感染症対策に関わる対応方針の

周知や訪問調査、衛生用品の提供等の支援を得ている学校が多くあった。 

・ NPO 等の支援団体からの支援状況については、地域の医療機関、国際交流協会、

大使館・総領事館、大学、宗教系の支援団体、医療財団を含む様々な団体から

支援を受けている。支援の内容としては、医療通訳の派遣、衛生用品の購入の

ための寄附、衛生用品の支給等が挙げられた。 

・ 学校間の連携として、日本インターナショナルスクール協議会（JCIS）及び在
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日ブラジル学校協議会（AEBJ）を通じて情報交換が行われているとの回答があ

った。ただし、学校間での保健衛生に関する情報交換の機会は限られており、

１条校向けの情報も知りたいという意見もあった。 

 

（エ）外国人学校において保健衛生対策を講じる際の課題 

・ 特に認可外施設においては、場所・人員・予算の不足から、必要と認識しつつ

も、保健室の設置や健康診断の実施ができていない学校もあった。それ以前の

問題として、十分な教室のスペースがない、運動場や体育館等の運動施設がな

いなどの課題を抱えている学校もあった。 

・ 健康保険への加入状況次第では、外国人学校に通う子供が、家庭で必要な医療

が受けられない懸念があるとの意見があった。 

・ 地方自治体が提供している新型コロナウイルス感染症対策等に関連した情報

が日本語のみである場合には、日本語のできる教職員が翻訳し他の教職員や保

護者に提供していることがあるため、多言語対応等、情報発信の方法について

改善を望むとの意見があった。 

・ 多言語対応が可能な医療機関の情報が不足しているといった意見や、外国人学

校における保健衛生に関する対応についての相談窓口があるとよいという意

見があった。 

 

（オ）保健衛生に関して政府や地方自治体に実施を希望する項目 

（外国人学校の保健衛生環境に関する基準・ガイドラインの作成を含む）  

・ 地方自治体における地域医療について、無料の健康診断の実施や学校医による

支援を受けられるようにしてほしいとの要望があった。 

・ 外国人学校で保健衛生対策に取り組むために、教職員が必要な情報を入手し、

専門知識を身に付ける場が限られているため、外国人学校の教職員向けの研修

を行うことが有効であるとの意見があった。 

・ 外国人学校向けの保健衛生に関する基準やガイドライン等は有益であるとの

意見が多くあった。ただし、財政面・人材面に制約のある外国人学校であって

も、その実情に合わせて活用可能な内容にすることが重要であるとの意見があ

った。 

 

②地方自治体 

（ア）認可外施設を含む外国人学校やそこに通う子供に関する実態の把握 

（保健衛生も含む）  

・ 都道府県では、所管する各種学校の運営状況に関する調査や独自の調査、市

区町村からの情報提供、ネット上の情報等の様々な手段を通じて、学校の実

態把握に努めている。ただし、特に認可外施設については、連絡を取ることも

難しく、調査を実施する法的な権限もないため、実態を把握するための手段

が限られるとの意見があった。 

・ 市区町村においては、地域の外国人コミュニティ等を通じて、認可外施設を

含む外国人学校の実態の把握に積極的に取り組んでいる事例があった。 
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（イ）外国人学校やその他の外国人コミュニティに対する情報提供  

・ 都道府県においては、地域の国際交流協会や大使館・総領事館を通じた情報

発信や、複数の関係部局で連携して外国人学校等への情報提供に取り組んで

いる事例があった。 

・ 市区町村においては、上記に加えて、地域の外国人コミュニティに精通する

キーパーソンや教会、外国人を多く雇用する企業、役所を訪れた住民等、より

地域に密着した多様な方法で情報提供を行っている事例があった。 

 

（ウ）外国人学校の保健衛生対策の支援に関する取組 

・ 愛知県では、これまで保健衛生対策の支援に関する取組は行っていないが、

県が実施する外国人学校に関する調査において、健康診断の実施状況等の実

態把握に努めている。 

・ 兵庫県では、外国人学校の担当部局が外国人学校からの各種相談への対応や

指導助言を行っているが、保健衛生に関する質問は受けたことがないとのこ

とだった。新型コロナウイルス感染症対策に関しては、外国人学校に対して

独自の予算措置を行っている。 

・ 群馬県大泉町では、ブラジル人ボランティア等と連携し、外国人学校におけ

る健康診断を実施している。心臓検査も含む健康診断を実施し、保護者向け

保健指導講座も開催している。健康診断の実施においては、町からの会場の

提供、公立校からの備品の貸与等の工夫により、経費の低減を図っている。 

・ 岐阜県美濃加茂市では、外国人学校が健康診断を実施する際、体重計等の備

品を貸し出して協力している。また、新型コロナウイルスに感染した場合に

どのような症状が現れるか、感染予防のためにどのようなことが必要かにつ

いて動画や啓発チラシを作成し、外国人学校も含めた外国人に対して普及啓

発を図っている。 

 

（エ）外国人学校の保健衛生対策の支援に関する課題  

・ 地域間格差が生じないよう、全国的な保健衛生のガイドラインや方向性を示

す必要性があるとの意見があった。外国人学校がガイドライン等に対応する

ために国や地方自治体がどのような支援を行うかが課題であるとの意見があ

った。 

・ 地方自治体において外国人学校の保健衛生対策を支援する場合は、どの部局

が主導して取り組んでいくかという点で課題があり、各種学校の所管部局・

多文化共生の担当部局・保健担当部局等の間で連携して取り組む必要がある

との意見があった。 

・ 外国人学校や外国人コミュニティにおいて、母国の文化的背景等により、感

染症対策や保健衛生対策の必要性への認識が異なる場合もあり、外国人学校

への情報発信や支援を行う上で課題になっているとの意見があった。 
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（オ）外国人学校の保健衛生の確保に向けた他の機関との連携 

（国、地方自治体、NPO 等の支援団体等）  

・ 都道府県では、都道府県の国際交流協会や各種学校の所在している市区町村

と、外国人学校の保健衛生の確保に向けた協力・情報共有は行っているもの

の、都道府県の保健所等の保健担当部局や市区町村の国際交流協会及び保健

所等とは日常的なやり取りは実施できていないとの意見があった。 

・ 市区町村では、県内の他の外国人集住都市の外国人支援団体や国際交流協会

と連携した外国人コミュニティの支援等を行っている事例や、都道府県と、

外国人学校における新型コロナウイルス感染症対策の実施や感染者の情報共

有において協力している事例があった。 

 

③支援団体等 

（ア）外国人学校の保健衛生対策等の支援に関する取組 

・ 調査対象の二つの支援団体において、外国人学校における健康診断の実施に

ついて支援を行っている。 

・ 美濃加茂国際交流協会では、県の指導のもと、認可外保育施設における健康

診断の実施に向けて、かかりつけ医を紹介するとともに、年１回の多言語に

対応した健康診断が実施されていることを確認している。 

・ 外国人医療センターでは、外国人学校での健康診断への支援に加え、多言語

対応可能な医療機関の紹介、外国人を対象とした健康相談会の実施等の支援

を行っている。 

 

（イ）認可外施設を含む外国人学校の把握・情報提供 

・ 美濃加茂国際交流協会では、認可外保育施設の設立支援を通じて、そこに通

う子供の状況の把握や就学支援、市の担当者との情報共有を行うとともに、

SNS 等を通じて外国人学校に対して情報提供を行っている。 

・ 外国人医療センターでは、外国人学校に対し、SNS を活用して健康診断等の情

報を伝えるなどの取組を行っている。 

 

（ウ）外国人学校への保健衛生の支援に関する課題 

・ 支援を実施するに当たり、母国の文化的背景により、外国人学校の健康保健

衛生への認識や状況が大きく異なることが課題であるとの意見があった。 

・ 支援を実施するに当たり、都道府県からの支援が得られる場合もあるが、寄

附金や会費を原資として限りある会員やボランティアによって支援が成り立

っている場合もあり、活動の継続性の確保に課題があるとの意見があった。

特にレントゲン検査を含む精密な健康診断の実施はより多くの費用がかかる

ため、無料で実施することが難しいとの意見があった。 

  



17 
 

（エ）外国人の保健衛生の確保に向けた他の機関との連携 

（国、地方自治体、NPO 等の支援団体等）  

・ 美濃加茂国際交流協会は、美濃加茂市多文化共生課と同じ建物・同じフロア

にあり、日頃から密接に情報共有を行っている。 

・ 外国人医療センターでは、健康診断の実施に当たり、地域の保健医協会、医師

会・歯科医師会等の団体と連携しながら行っている。なお、行政との意見交換

等の機会はあるものの、必ずしも十分な協力関係は構築できていないとの意

見があった。 
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３．課題 

 

有識者会議での議論や２（４）及び（５）の調査結果を通じ、外国人学校の保健

衛生について、（１）外国人学校及び外国人学校に通う子供の把握に関する課題、

（２）外国人学校において保健衛生環境対策を講じる際に生じる課題、（３）外国

人学校が保健衛生環境対策を講じる際の支援体制に関する課題といった、３つの課

題が明らかになった。 

この３つの課題を踏まえ、有識者会議での議論を以下のとおり整理した。 

 

（１）外国人学校及び外国人学校に通う子供の把握に関する課題 

 

・外国人の子供の就学促進や就学状況の把握のために、文部科学省が地方公

共団体が講ずべき事項を示した指針には、教育委員会や首長部局（住民基

本台帳部局、国際交流部局、福祉部局、各種学校担当部局等）、NPO 等の支

援団体との連携が重要であるとされている3。これら多くの機関との連携

による子供の把握を通じて、認可外施設の把握が可能であると考えられる。 

・地方自治体の国際交流部局には、外国人コミュニティへの連絡手段が存在

する場合があり、そこから子供の把握が可能な場合もある。文部科学省や

教育委員会経由では、子供の把握が困難な状況にある場合においても、国

際交流部局と外国人コミュニティの関係性を活用しながら、いかに学校保

健を支援できるのかという観点について検討することも考えられる。 

・子供の就学実態調査の結果や出入国管理記録等から外国人の子供の状況を

把握することも考えられる。 

・それぞれの外国人学校の体制や運営、普段関わりのある関係機関等につい

て、丁寧に把握することが重要である。 

・言語・文化的な背景から周囲の環境になじめないという理由で公立の１条

校をやめ外国人学校に通う子供の把握も大切である。 

  

                                                   
3 外国人の子供の就学状況の把握に関して、「外国人の子供の就学促進及び就学状況の把握等に関す

る指針」（令和 2 年 7 月 1 日 文部科学省）において、教育委員会が「首長部局（住民基本台帳部

局、国際交流部局、福祉部局等）や外国人の支援を行う NPO 等の団体と連携し、学齢簿の編纂にあ

たり全ての外国人の子供についても一体的に就学状況を把握・管理する」取組を推進する必要がある

旨が記載されている。 
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（２）外国人学校において保健衛生環境対策を講じる際に生じる課題 

 

①  外国人学校の状況・体制 

 

・ 家庭内の状況や言語の問題等の様々な事情により、外国人学校に通う子供

たちは健康上のリスクが比較的高い可能性があることに留意する必要が

ある。 

・ 行政からの支援が、受け取る学校側の事務処理能力を越えている場合もあ

るため、各外国人学校の実情を認識する必要がある。 

・ 外国人学校に、保健室や学校保健の専門職（養護教諭・学校医・学校歯科

医・学校薬剤師を含む）の配置や活用を促進する場合には、その必要性を

周知することにあわせ、外国人学校において、現実的な体制をどのように

構築していくのかについても示す必要がある。 

・ 外国人学校における保健衛生対策を進めるため、教職員が保健衛生対策等

の必要な情報を入手し、専門知識を身に付けるための教職員向けの研修を

行うことも重要である。 

・ 外国人学校は、授業料や民間企業及び市民等からの寄附に頼っているため、

財政面での限界があり、保健室の設置や保健衛生の専門職の配置等を義務

付けることは、負担が大きいことに留意する必要がある。 

・ 外国人学校において、各種学校認可による税制優遇措置が十分に活用され、

また企業等からの寄附が得られやすくなるよう、その制度の内容や手続に

ついて、より周知していく必要がある。 

 

② 外国人学校における保健衛生環境基準等の考え方 

 

・ 学校保健安全法は、学校教育法の一部の規定を具体的に法定するために、

１条校についての学校保健や学校安全について定めた法律であり、１条校

に位置付けられていない教育施設への適用は想定されていない。また、学

校保健安全法の条文の中には、「学校においては、児童生徒等及び職員の

心身の健康の保持増進を図るため、（中略）保健に関する事項について計

画を策定し、これを実施しなければならない。」との規定がある（第５条）。

その内容は、非常に多岐にわたるため、専門的な知見が必要となるなどの

事情から、一定の規模、水準を有する教育施設である専修学校へは準用さ

れているが、各種学校は対象外となっている。このような観点を踏まえれ

ば、外国人学校に一律に学校保健安全法を適用することは難しいものの、

外国人学校においても、その特性を踏まえつつ、例えば、１条校に適用さ
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れる学校保健安全法の枠組みとは別に、健康診断などの保健衛生対策を可

能な限り講じるなど、１条校に準じた取組ができることが望ましい。 

・ 外国人学校における新型コロナウイルス感染症対策の実施にあたっては、

文部科学省が順次改訂している「学校における衛生管理マニュアル」を、

各学校の実情に合わせて活用することが有効と考えられる。 

・ １条校と同じ基準を外国人学校が実施することは難しいため、外国人学

校向けの保健衛生に関するガイドラインを策定することが望ましい4。 

・ 保健衛生に関する基準等を示すだけでなく、これらの活用を促すための

広報や啓発、研修を行うことも有効であると考えられる。 

 

③  適切な情報の入手・活用 

 

    （ア）情報の入手について 

・ 外国人学校への情報提供ルートについては、地方自治体から外国人学校へ

の情報提供ルートのみではなく、保護者間の口コミや外国人コミュニティ、

さらには外国人を多く雇用する企業等、様々な情報提供ルートの効果的な

活用が重要であり、保健衛生に関する情報を外国人にも分かりやすいよう

に翻訳し伝達する仕組みの構築が大切である。 

・ 新型コロナウイルス感染症対策においては、家庭内での対策も重要であり、

外国人の保護者は情報が入手しづらい状況に置かれている場合もある。保

護者に対する保健衛生に関する情報提供も積極的に実施することが重要

である。 

・ 新型コロナウイルス感染症に関連した情報が必ずしもきめ細やかに本国

から届くわけではない。また、各種学校に認可されている外国人学校であ

れば地方自治体等からの情報が得られるが、認可外施設の場合は地方自治

体等からの情報が必ずしも得られるわけではないため、情報から隔離され

るおそれがある。 

・ 外国人学校向けの保健衛生対策に関する情報が集約された多言語のプラ

ットフォームがあれば、それぞれの学校において保健衛生対策に活用する

に当たり、外国人学校が自ら信頼できる情報をより容易に入手することが

可能になる。 

 

（イ）情報の活用について 

・ 海外と日本の文化の違いを念頭に置くことが大切である。 

                                                   
4 例えば、水や空気等の衛生環境については検査しなければ分からないため、外国人学校における保

健衛生に関する検査の在り方についても検討する必要がある。 
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・ 我が国で重要とされている事柄が外国においては学校で実施することが

求められていない場合もあることから、外国人学校に適切な情報を届ける

ため、どのような情報が必要か、外国人学校のニーズを把握する必要があ

る。 

・ １条校向けの保健衛生に係る既存の資料について、概要を英訳しているの

はよいが、加えて、例えば消毒液の希釈の仕方等、日々の生活に生かすこ

とができる具体的な情報も翻訳し提供することが必要である。 

・ 外国人学校の運営を円滑に行う上で、日本語の壁が存在する場合がある。

保健衛生に関する情報を収集したり地方自治体とやりとりする際に、日本

語で意思疎通を図ることができる外国人学校の教職員が増えると、より効

果的な対策を講じられるようになることが見込まれる。このため、外国人

学校の教職員に対する日本語教育も重要である。 

・多言語翻訳した資料も含め、これまで多くの情報発信が行われている。し

かし、日本語の資料については、必要な情報がどこにあるのかを把握し、

その中の重要な点を理解することに課題がある外国人学校もある。このた

め、文書の重要度の明示や、やさしい日本語の活用等を通じ、外国人学校

にとって分かりやすい資料を作成することが望ましい。 

 

④ 心のケア等の課題 

 

（ア）心のケア等について 

・外国人学校において感染が確認された場合においても、地域において外国

人学校が孤立することがないよう、心のケアや誹謗中傷に適切に対応する

ことが大切である。 

・養護教諭は健康問題を含め子供の様々な問題に深く関わっており、外国人

学校の子供の心のケアや心身に係る問題の早期発見等に関しても、役割を

果たすことが期待される。 

・ 外国人学校にも特別な支援を要する子供がおり、また、言語・文化的な背

景から思春期における心の問題やアイディンティティの確立に困難を抱

える場合もあり、そういった子供を支援するための臨床心理士の役割も重

要である。 

・ 外国人学校に通学している子供たちは、日本での生活を続けていくことや、

将来の進路について不安を抱えており、ロールモデルとなる先輩の外国人

の話を聞く機会を設けることなども有効であると考えられる。 

・ 外国人学校における心のケアについては、既存の１条校向けのマニュアル



22 
 

等を翻訳して利用することも考えられる。 

 

 

（イ）新型コロナウイルス感染症について 

・ 新型コロナウイルス感染症対策を適切に実施するには、各外国人学校によ

る対応だけでは限界がある。 

・ スクールバスにおける感染症対策も重要な問題である。 

・外国人が新型コロナウイルスに感染した際に差別や風評被害を理由に地域

から孤立する事態を防止するため、新型コロナウイルス感染症対策を適切

に実施している外国人学校や地方自治体の取組等について積極的に情報

発信等を行う必要がある。 

・新型コロナウイルス感染症は、換気や衛生環境も含めた保健衛生対策の重

要性を再認識する機会になった。さらに、将来に備えて、外国人学校にお

ける平時からの感染症対策の取組を考える必要がある。 

 

 

（３）外国人学校において保健衛生環境対策を講じる際の支援体制に関する課題 

 

① 地方自治体と外国人学校との関係 

 

・ 外国人学校における新型コロナウイルス感染症対策については、各種学

校・認可外施設ともに、相対的に国よりも地方自治体からの情報提供等の

支援を利用している場合が多いといえる。このため、効果的な対策を講じ

る際には、外国人学校がより身近に情報に接している地方自治体との協働

が重要である。 

・外国人学校・外国人の子供に対する保健衛生対策の実施状況は、地方自治

体や教育機関間の差が大きい。地方自治体からの自主的な情報発信や、外

国人学校からの支援の求めによるのみでは支援の格差が拡大する可能性

があるので、その是正のために、政府が全国的な保健衛生のガイドライン

や方向性を示すことが大切である。 

・ 行政部局においては頻繁な人事異動があるため、地方自治体の担当者との

継続的な関係構築が難しい場合もある。また、施策の実効性についても、

担当者の理解度や意識が大きく影響する。 

・ 地方自治体と地元の外国人学校との間で継続的に良好な関係を築くため

には、地方自治体の関係部局の連携の下での支援体制の構築や、ニーズを

予測した支援、日頃からの対面でのやりとりも効果的である。 
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・かかりつけ医の整備・活用促進のため、外国人学校とかかりつけ医となっ

た医療機関との間の連携において情報提供以上の対応の有無を調査した

り、外国人学校・子供と医療機関の橋渡しのため通知を発出したり、多言

語対応の医療機関リストを外国人学校と家庭の双方に情報提供し、幅広く

活用できるようにした地方自治体がある。 

・外国人学校が保健所等へ情報提供や技術的助言を求めても得られない場合

がある。このため、外国人学校を含め、外国人の子供の健康の確保のため

には、地域保健の枠組みを意識した対応も必要である。 

・地方自治体における外国人学校に関連する部署は多岐にわたり、外国人学

校からの相談に対して迅速な対応が困難な場合がある5。このため、外国人

学校の保健衛生対策に関する窓口を担う担当部署を、各地方自治体におい

て明確化すべきである。 

 

 

②  外国人学校に対する広域的支援の観点 

 

・ 都道府県・市区町村をまたいで通学する子供が多数存在するため、広域行

政・広域的な観点が必要である。 

・ 養護教諭等の専門職を広域で配置し、外国人学校の保健衛生対策について

巡回指導を行うなどの支援方法も考えられる。また、多言語での対応も想

定されることから、オンライン等を通じた遠隔での対応も有効であると考

えられる。 

・広域から通学する子供が多い場合、かかりつけ医の措置等について、外国

人学校の所在地からの支援だけでよいのかについて、改めて考えることも

必要である。 

・支援に当たっては、地方自治体のみならず、外国人に対する支援や子供の

保健衛生等に関して活動している NPO や研究者、外国人を多数雇用してい

る民間企業、外国人コミュニティ等、多様なステークホルダーとの連携を

通じて支援や情報発信を図ることが重要である。 

・地方自治体や外国人学校は、外国人の患者を受入れ可能な地域の医療機関

について、日頃から情報共有することが重要である。また、外国人学校が

医療機関に直接連絡するよりも、地方自治体や NPO 等がつなぎ役となって

相談する方が円滑に対応できる場合もあると考えられる。 

                                                   
5 外国人学校の保健衛生に関連する地方自治体の部署として、例えば、首長部局（外国人学校の設置

認可等）、国際交流部局（国際交流や多文化共生等）、福祉部局（感染症対策や医療機関との連携

等）、教育委員会（１条校との連携）等が挙げられる。 
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③ その他 

 

・ 健康に対する価値観は、それぞれの国によって異なる。よりよい保健衛生

環境の実現のため、行政と外国人学校が施策を共に創るという考えが重要

である。 

・支援ばかりではなく、まずは連携が必要であり、どのような機関と連携す

ればよいかという視点が必要である。加えて、今回実施した保健衛生に係

る実態調査において回答のなかった外国人学校と地方自治体が交流を持

ち、その後どのように協力していくのかを考えることが重要である。学齢

簿による外国人の子供の就学状況の一体的な把握といった具体的な事柄

から、お互いがどのように協力できるかを考えることも大切である。 

・外国人学校における学校医の巡回診断等を実施するためには、地域の医師

会や医療機関に、外国人学校の保健衛生の現状や対策の必要性について理

解してもらうことが必要である。 

・外国人学校の各種学校認可の権限は都道府県にある一方、市町村とつなが

りが深い場合が多い。外国人学校との共創による課題解決に向けた地方自

治体担当者の意識の向上と、外国人学校側による地方自治体に対する理解

促進の両方が重要である。 

・外国人学校の保健衛生環境の向上のための外国人学校が自ら取り組むこと

が望ましい事柄についても検討することが必要である。 
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４．今後の方向性 

 

 これまでの調査結果や課題の整理等を契機として、新型コロナウイルス感染症の

拡大防止や、保健衛生環境の改善に向けて、外国人学校における保健衛生環境の実

態把握の方法や、その支援の在り方等について、丁寧に整理・検討していく必要があ

る。 

また、２の現状及び３の課題を踏まえ、外国人学校の特性等も含めた様々な視点

を持ちながら、対応可能な項目については、速やかに対策を講じていくことが必要

である。 

なお、対策を講じる上では、行政から外国人学校への一方通行の支援ではなく、

行政と外国人学校が施策を共に創るという考えを持つこと（３（３）③）や、心のケ

アや誹謗中傷対策を含めた様々な課題に対応するための養護教諭や臨床心理士等の

専門家との協働の観点（３（２）④）が不可欠である。 

これらを踏まえ、以下のとおり（１）速やかに対応すべき項目、及び（２）中長期

的に取り組むべき項目に分類し、各々における今後の方向性を整理した。 

 

（１）速やかに対応すべき項目 

 

① 適切な情報発信 

 

・外国人学校に対する全国的な情報発信窓口の設置、外国人学校向けのホー

ムページや SNS アカウントの運営、資料の多言語翻訳等、外国人向けの保

健衛生対策に関する情報を集約して一元的に発信することのできる多言

語のプラットフォームを整備することで、外国人学校に対して効果的な情

報発信が可能になる。（３（２）③） 

・特に多言語翻訳については、例えば学校における衛生管理マニュアルを、

概要に加えて、日頃から活用できる具体的な情報も併せて翻訳し、外国人

学校に提供するなど、速やかに実施すべきである。（３（２）③） 

・外国人学校が多くの情報の全てを処理することは困難な場合もあるため、

情報発信に当たっては、資料の重要度を明示することややさしい日本語を

活用するなど、外国人学校が必要とする情報を得られやすくなる工夫が求

められる。（３（２）③） 

・地方自治体のみならず、NPO・民間企業や外国人コミュニティ等の多様なス

テークホルダーを通じた情報発信が可能な体制を整備する必要がある。

（３（３）②） 
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② きめ細やかで効果的な支援 

 

・外国人学校の保健環境衛生の改善のためには、地方自治体と外国人学校と

の間で関係を構築し、必要な支援を行うための体制構築を行う必要がある。

（３（３）①） 

・外国人学校と一定の協働体制がとられている都道府県や市町村が存在する

ことから、これらの取組を支援し全国展開することにより、各外国人学校

や各地方自治体の実情に合わせた取組事例を増やし、保健衛生環境の改善

のために必要なノウハウを蓄積すべきである。（３（３）①） 

・外国人学校の中には、広域から子供を受け入れている等の理由により、特

定の地方自治体との関係構築が難しい外国人学校も存在する。こうした学

校における保健衛生対策を促進するため、保健衛生に係る相談機能と情報

発信機能を併せ持つ全国的な窓口を設置し、ノウハウの蓄積につなげる必

要がある。（３（３）②） 

・外国人学校に対して一体的な対応を行うため、外国人学校の保健衛生対策

に関する窓口を担う担当部署を、各地方自治体において明確化すべきであ

る。（３（３）②） 

・外国人学校における保健衛生や感染症対策を進める上で、外国人の患者を

受入れ可能な医療機関と関係性を構築することが有効である。そのため、

地方自治体や NPO 等の支援団体と外国人学校との間で、地域における医療

機関に関する情報共有が行われるよう促進することが重要である。（３（３）

②） 

 

③ 外国人学校の現状を踏まえた取組の促進 

 

・外国人学校の中には、母国の文化的背景等により感染症対策や保健衛生対

策の必要性への認識が異なる場合もあることから、情報発信するだけでな

く、保健衛生の専門家による個別相談や、教職員に対する研修等もあわせ

て実施することで、より効果的な保健衛生の取組を促進すべきである。（３

（２）②） 

・外国人学校における心のケアの促進に向けて、１条校向けの既存のマニュ

アルを活用しながら、外国人学校の教職員に対して啓発していくことが重

要である。（３（２）④） 

・各種学校や寄附に関する制度について地方自治体や外国人学校に周知し、
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それらの制度の活用を促進することを通じ、外国人学校における保健衛生

環境に関する取組の活性化を図る必要がある。（３（２）①） 

 

（２）中長期的に取り組むべき項目 

 

① 外国人学校の保健衛生対策に係る方向性の提示 

 

・一条校向けの既存のガイドライン等の多言語翻訳や情報提供だけでなく、

外国人学校の設置形態や施設の規模、対象となる子供の年齢が幅広いこと、

外国と日本の文化の違い等を踏まえ、認可外施設も活用可能な外国人学校

向けの保健衛生環境基準やガイドライン等の具体的なあり方について今後

検討していくべきである。（３（２）②） 

・外国人学校の保健衛生対策の充実には、外国人学校のみではなく、地域医

療や医療機関と連携し取り組んでいくことが不可欠である。そのため、地

方自治体において、外国人学校の現状や支援策等について医療関係者にも

理解・協力してもらえるよう、地方自治体の保健部局等と連携しながら保

健衛生対策について横断的に検討していくことが必要である。（３（３）③） 

・言語の壁を越えて円滑な意思疎通ができる専門家の育成等については、制

度的な対応も含めて時間を要することが見込まれるため、外国の事例など

も含めて情報収集し、検討を進める必要がある。（３（２）①、③） 

・新型コロナウイルス感染症の対策を通じて得られた課題や知見は、将来の

感染症等への対応や平時における健康管理等にも活用可能なものがあるた

め、その知見を将来に備えた継続的な感染症対策につなげられるように、

検討を続けていくべきである。（３（２）④） 

 

②  外国人学校における保健衛生に係る対応力の向上 

 

・養護教諭等の保健衛生の専門職の配置や活用を促進するとともに、外国人

学校においてはその負担が大きいことから、各学校の取組事例を収集しつ

つ、現実的な体制整備を行う必要がある。（３（２）①） 

・地方自治体や NPO・民間企業、医師会等の連携のもと、外国人学校におい

て健康診断等の実施が可能になるような体制について検討すべきである。

（３（２）①） 

・保健衛生対策については、保健教育等を通じて外国人学校の子供の自発的

な取組を促すことも有効である。（３（３）③） 
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・多言語のプラットフォーム（４（１）①）を通じて得られた認可外施設を

含む外国人学校の全国的な実態や保健衛生対策の取組状況に関する情報、

地方自治体の取組への支援及び全国的な窓口（４（１）②）を通じて得ら

れたノウハウ等を集約し、外国人学校や地方自治体に対して効果的に情報

共有することで、これらの取組によって得られた知見を全国で活用してい

くことが重要である。（３（１）、３（２）③） 
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外国人学校の現地視察結果の概要 

 

 

令和 3 年 10 月 12 日、群馬県大泉町のジェンテ・ミウダ及び日伯学園（いずれも認可外

施設）に現地視察を行った。概要は以下のとおり。 

 

 

① 大泉町の状況 

・ 製造業及び食品業を中心に外国人労働者を雇用する多数の企業が存在しており、

町中にはブラジル人の経営する店舗が多く見られた。 

・ 駅や市の施設（多文化共生コミュニティセンター）には、外国人向けの多言語で

の表示や資料が多く整備されており、町として外国人が暮らしやすい環境作りに

取り組んでいる状況が見られた。 

 

② ジェンテ・ミウダ 

・ 簡易な造りの１階建ての建物２棟（部屋数９室）と２階建ての建物１棟の１階（部

屋数２室）で幼稚園から高校生までの子供が学んでいる。各教室に１、２学年の

子供が集まって授業を受けており教室は手狭で、子供の机の間隔を十分取ること

は難しい状況であった。また、保健室や運動場、体育館等の施設・設備はなく、子

供が体を動かす機会の確保が困難であるとのことだった。 

・ 日本語でコミュニケーションが取れる教職員はいるが数名である。町の担当部局

とは普段から町職員及びポルトガル語の通訳の方とコミュニケーションを取って

いるとのことであった。 

 

③ 日伯学園 

・ 町内に２か所校舎があり、２階建ての建物２棟（部屋数９室）及び１階建ての建

物１棟（部屋数６室）で幼稚園から高校生までの子供が学んでいる。保健室はな

いが、運動場はある。 

・ 日本語教育に力を入れており、校内には、日本語とポルトガル語を併記した手洗

い等のポスターの掲示（一部は町が作成したものを活用）もあり、子供への普及

啓発にも積極的に取り組んでいた。 

・ 日本人の経営者が対外的な対応を行っており、地方自治体の担当者等とも日頃か

ら円滑に連絡を取っているとのことであった。 
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追加調査における調査項目について 

 

１．インタビュー調査項目 

（１）外国人学校 

① 子供・教職員の保健衛生の確保のために普段行っている取組 

   （新型コロナウイルス感染症対策を含む） 

② 保健衛生対策の実施体制及び責任者・担当者 

  （学校医等の外部の保健衛生の専門家への相談も含む） 

③ 政府、地方自治体、NPO 等の支援団体との関わりや連携・支援 

④ 外国人学校において保健衛生対策を講じる際の課題 

⑤ 保健衛生に関して政府や地方自治体に実施を希望する項目 

（外国人学校の保健衛生に関する基準・ガイドラインの作成を含む） 

 

（２）地方自治体 

① 認可外施設を含む外国人学校やそこに通う子供に関する実態の把握 

（保健衛生も含む） 

② 外国人学校やその他の外国人コミュニティに対する情報提供 

③ 外国人学校の保健衛生対策の支援に関する取組 

④ 外国人学校の保健衛生対策の支援に関する課題 

⑤ 外国人学校の保健衛生の確保に向けた他の機関との連携 

（国、地方自治体、NPO 等の支援団体等） 

 

（３）支援団体等 

① 外国人学校の保健衛生対策等の支援に関する取組 

② 認可外施設を含めた外国人学校の把握・情報提供 

③ 外国人学校への保健衛生対策の支援に関する課題 

④ 外国人学校の保健衛生の確保に向けた他の機関との連携 

   （国、地方自治体、NPO 等の支援団体等） 

 

２．アンケート調査における調査項目「一般的な保健衛生等に係る対策」 

① 保健室の有無 

② 養護教諭の配置 

③ 学校医の配置 

④ 児童生徒への健康診断の実施の有無 

⑤ 学校の衛生管理の基準の有無 

⑥ 教職員への健康診断の実施の有無 

⑦ 学校としての傷害保険等の民間保険への加入の有無 
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専ら外国人の子供の教育を目的としている施設（いわゆる「外国人学校」）の  

保健衛生環境に係る有識者会議の開催について 

 

令和３年５月２５日 

大臣官房国際課長決定 

 

１．趣旨 

我が国に在留する外国人の子供は増加傾向にあり、その中には、専ら外国人の子供の教育を目的と

している施設（以下「外国人学校」という。）に通う子供たちも存在する。このような状況下、新型コ

ロナウイルス感染症に対する対応を含め、我が国に在留する全ての子供の健康を確保するという観点

から、子供の集団生活を前提とした外国人学校における保健衛生の確保の在り方について検討を行う

有識者会議（以下「有識者会議」という。）を開催する。 

 

２．検討事項 

（１）外国人学校における保健衛生面での課題とその改善に向けた方策  

（２）その他 

 

３．実施方法 

（１）有識者会議は、別紙に掲げる委員をもって構成する。 

（２）必要に応じて、委員以外の協力を得ることができる。 

 

４．その他 

 有識者会議に関する庶務は、関係課の協力を得て、大臣官房国際課において行う。  
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（別紙） 

 

専ら外国人の子供の教育を目的としている施設（いわゆる「外国人学校」）の  

保健衛生環境に係る有識者会議 委員名簿 

 

 

浅野明美 全国養護教諭連絡協議会 会長 

 

ｵﾁｬﾝﾃ 村井 ﾛｻ ﾒﾙｾﾃﾞｽ 桃山学院教育大学人間教育学部人間教育学科 准教授 

 

北垣邦彦 東京薬科大学薬学部 教授 

 

倉橋徒夢 特定非営利活動法人在日ブラジル学校協議会 副理事長 

 

佐藤郡衛 明治大学国際日本学部 特任教授 

 

鈴木三男 浜松市企画調整部国際課長 

 

田中宝紀 特定非営利活動法人青少年自立援助センター定住外国人支援事業部 責任者 

 

ダニエル・レイノルズ 東京インターナショナルスクール 校長 

 

安田圭一郎  岐阜県環境生活部私学振興・青少年課長 

 

 

（五十音順・敬称略） 
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専ら外国人の子供の教育を目的としている施設（いわゆる「外国人学校」）の 

保健衛生環境に係る有識者会議 開催実績 

 

 

第１回 令和３年６月２日（木）  

○ 専ら外国人の子供の教育を目的としている施設（いわゆる「外国人学校」）

の現状について 

○ 今後の検討事項等について 

第２回 令和３年６月 23 日（水）  

○ 外国人学校の保健衛生環境の現状について 

○ 有識者ヒアリング 

• 鈴木三男 委員 （浜松市企画調整部国際課長） 

• 小島祥美 東京外国語大学多言語多文化共生センター長 

第３回 令和３年７月 12 日（月）  

○ 外国人学校を対象とした新型コロナウイルス感染症対策施策について 

○ 有識者ヒアリング 

• 安田圭一郎 委員 （岐阜県環境生活部私学振興・青少年課長） 

• 倉橋徒夢 委員 （特定非営利活動法人在日ブラジル学校協議会 副理事長） 

○ 中間とりまとめ骨子案について 

第４回 令和３年８月５日（木）  

○ 中間とりまとめ（案）について 

第５回 令和３年９月 29 日（木）  

○ 外国人学校の保健衛生環境に関する令和４年度概算要求について 

○ 外国人学校の保健衛生に関する追加調査の実施について 

○ 有識者ヒアリング 

• 浅野 明美 委員 （全国養護教諭連絡協議会 会長） 

• 北垣 邦彦 委員 （東京薬科大学薬学部 教授） 

第６回 令和３年 10 月 25 日（月）  

○ 有識者ヒアリング 

• ｵﾁｬﾝﾃ 村井 ﾛｻ ﾒﾙｾﾃﾞｽ 委員（桃山学院教育大学人間教育学部人間教育学科 准教授） 

• 田中宝紀 委員（特定非営利活動法人青少年自立援助センター定住外国人支援事業部 責任者 ） 

• 小林 米幸 氏 （AMDA 国際医療情報センター 理事長） 

参考資料２ 



専ら外国人の子供の教育を目的としている施設（いわゆる「外国人学校」）の保健衛生環境に係る有識者会議
最終とりまとめ概要（素案）

○ 外国人学校における保健衛生の確保は、我が国に在留する全ての子供の健康を確保し、国民の安全を守るために重要。
○ そのため、地方自治体、学校運営者、支援者、保健衛生の専門家等により、新型コロナウイルス感染症対策を含めた、外国人学校の保健衛生に係る取組と今後の改善策について検討。

１．背景

２．現状
○ 政府による外国人学校における新型コロナウイルス感染症対策の取組

• 各種学校認可を受けた外国人学校に対する保健衛生用品の購入支援
• メールマガジンの配信、「学校衛生管理マニュアル」の多言語翻訳版の作成
• ワクチンの職域接種の申請開始の周知、抗原簡易キットの配布

• 対象学校数は161施設、回答学校数は80施設（回答率50%）
• 保健室の設置割合は約7割、児童生徒の健康診断の実施割合は約8割、学校医の配
置割合は約4割、養護教諭の配置割合は約3割。

• 新型コロナウイルス感染症対策に係る支援や情報提供は、国よりも地方自治体からのも
のがより活用されている。

○ 外国人学校の保健衛生環境に関する実態調査（アンケート調査）

３．課題
（１）外国人学校や外国人学校に通う子供の把握に関する課題

• 外国人学校の体制や運営、外国人学校に通っている子供等の情報の把握が困難。
• 外国人学校の把握においては、学校、行政、支援団体等との連携や、外国人コミュニティを活用した情
報発信の実施が必要。

４．今後の方向性
○ 速やかに対応すべき項目
① 適切な情報発信
・ 情報を一元的に発信することのできる多言語のプラットフォームの整備等、外国人学校の
ニーズを踏まえた情報発信の体制整備。

② きめ細やかで効果的な支援
・ 地域の医療機関や支援団体も含めた外国人学校との関係や支援体制の整備。
・ 地方自治体による取組への支援や全国的な窓口の設置を通じたノウハウの蓄積。

③ 外国人学校の現状を踏まえた取組の促進
・ 外国人学校の文化的背景等を踏まえた専門家による個別相談や教職員研修の実施。

令和3年 月

○ 外国人学校の保健衛生環境に関する追加調査（インタビュー調査）
• 7つの外国人学校、4つの地方自治体、2つのNPO法人を対象に実施。
• 外国人学校からは、自治体や関連団体との連携は行っている一方、費用面や人員面の制約
の中で、情報収集や対策に取り組むことが困難である等の意見があった。

• 地方自治体やNPO法人からは、地域に応じた多様な方法で支援等を行っているが、文化的
背景等による認識の違いや、行政との連携、担当部署が多岐にわたるといった意見があった。

○ 中長期的に取り組むべき項目
① 外国人学校の保健衛生対策に係る方向性の提示
・ 外国人学校の実情に合わせた保健衛生環境基準やガイドライン等のあり方の検討。
・ 地域医療との関係強化のための、地方自治体における保健部局等との連携。

② 外国人学校における保健衛生に係る対応力の向上
・ 保健衛生の専門職の活用促進に向けた体制整備の構築。
・ 地方自治体やNPO、医師会等の連携のもとで、健康診断の実施を可能にする体制の検討。
・ 多言語のプラットフォームや地方自治体の取組を通じて得られた知見の全国的な活用。

（２）外国人学校が対策を講じる際に生じる課題
• 養護教諭の配置等については、外国人学校の資金面や人員面を考慮した現実的な体制構築を示すべき。
• 既存のマニュアルの活用促進だけでなく、外国人学校向けの基準等の策定についても検討が必要。
• 文化的背景への配慮や多言語での提供等も含め、認可外施設にも十分な情報が届くように、外国人学校
のニーズを捉えた効果的な情報提供が重要。

• 心のケアや誹謗中傷への適切な対応が必要。

（３）外国人学校が対策を講じる際の支援体制に関する課題
• 地方自治体の関係部局が連携して外国人学校を支援することが必要。
• 地方自治体をまたいで通学する子供への支援のためには、巡回指導やオンラインの活用等も含めた広域
的な観点での検討が必要。
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